破壊的イノベーションにおける後発優位に関する研究―フィルムコンデンサ企業の事例分析― by Kasebe, Tsuyoshi
0 
 
 
 
学 位 論 文 
 
破壊的イノベーションにおける後発優位に関する研究 
 －フィルムコンデンサ企業の事例分析－ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
令和 2 年 3 月 
 
加瀬部 強 
 
岡山大学大学院 
社会文化科学研究科 
 
 
 
1 
 
目次 
 
第1章 はじめに     ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P3 
1-1 研究背景と意識 
1-2 コンデンサとは 
1-3 フィルムコンデンサ業界の現状 
 
第 2 章 競争優位に関する既存研究の視点とリサーチクエスチョン・・・P15 
 2-1 破壊的イノベーションの類型 
 2-2 先発優位 
 2-3 後発優位 
2-4 イノベーションは先発・後発どちらが優位か 
2-5 組織スラック 
 2-6 意思決定のバイアスの影響 
2-7 組織学習と組織構造 
 2-8 リサーチクエスチョンの提示 
 
第 3 章 本研究の方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P24 
 3-1 本稿で取り上げるフィルムコンデンサの概要と選定理由 
  3-1-1 本稿で取り上げるフィルムコンデンサ 
  3-1-2 破壊的イノベーションとした理由 
 3-2  調査実施時期と研究の方法 
 
第 4 章 事例企業が破壊的イノベーションに進んだ理由・・・・・・・・P30 
 4-1 フィルムコンデンサが破壊的イノベーションに進んだ理由 
 4-2 本稿の先発・後発企業の比較 
 
第 5 章 破壊的イノベーションにおける先発企業の事例・・・・・・・・P35 
 5-1 M 社の事例 
  5-1-1 従来の製品開発実態 
  5-1-2 新たなジャンルのコンデンサ開発プロセス 
  5-1-3 破壊的イノベーションの開発体制 
 5-2 小括 
 
第 6 章 破壊的イノベーションにおける後発企業の事例・・・・・・・・P44 
 6-1 ルビコンの事例 
  6-1-1 ルビコンのフィルムコンデンサ事業 
  6-1-2 新たなジャンルのコンデンサ開発プロセス 
  6-1-3 破壊的イノベーションの開発体制 
6-2 小括及び両社の比較 
2 
 
 
第 7 章 考察・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P55 
7-1 M 社の意思決定のバイアスとその是正 
7-2 組織学習の視座から視た M 社の組織構造 
7-3 ルビコンの意思決定のバイアスとその是正 
7-4 組織学習の視座から視たルビコンの組織構造 
7-5 小括 
 
第 8 章 総括：本稿の議論とインプリケーション   ・・・・・・・・P62 
8-1 破壊的イノベーションにおける先発・後発企業のとった行動 
8-2 本稿の要約とインプリケーション 
8-2-1 本稿の要約 
8-2-2 本稿での発見事実 
8-2-3 理論的インプリケーション 
8-2-4 実務的インプリケーションと本稿の課題 
 
参考文献・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P68 
参考資料  
関連特許  
 
謝 辞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P80 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3 
 
第1章 はじめに 
 
1-1 研究背景と問題意識 
 
企業の持続的発展にはイノベーションが不可欠と考えられている。Christensen(1997)は
インベーションを持続的イノベーション（Sustaining innovation）と破壊的イノベーショ
ン（Disruptive innovation）に分類し、持続的イノベーションとは既存の製品性能を引き上
げるものと考え、破壊的イノベーションを既存の評価では製品性能を下げるかもしれない
が、別の視点から評価すると製品性能を向上させ、後々には既存製品の評価から見ても製品
性能を向上させ、且つ、既存製品の代替えになるようなものとしている。このような破壊的
イノベーションに他社に先駆けて参入する理由は、画期的な発明により参入障壁を確立し、
新たな市場を独占するような先発優位性を享受できると考えられているからである。 
また、Porter(1985)は新たな製品においてデファクト・スタンダード（業界標準）となる
ことも重要な点であると指摘している。他方、後発優位の視点からは不透明なリスクを回避
し、先発が築いた市場や情報などにただ乗りができるといったメリットがあると考えられ
ている。このように先発優位・後発優位の理論から多くの研究がなされているが、イノベー
ションの生成と発展を論議するには、様々な局面での意思決定やその対応が重要な役割を
もっているのではないだろうか。 
そして、その意思決定にヒューリスティックと呼ばれる非合理で簡単な方法がとられる
場合や、組織の経験がアンカリングとして作用する場合がある。その中でとりわけ係留と調
整ヒューリスティックに着目する。本稿の問題意識として、これらの要因が意思決定のバイ
アスや経路依存を引き起こし、環境変化への適応を妨げる組織慣性として作用しているの
ではと考えたのである。 
本稿の事例として取り上げる 2 社は同じジャンルの画期的なコンデンサを、時期を前後
して開発に着手し製品化している。先発企業は大手企業であり、後発企業は先発企業と比較
すると組織規模や経営資源も小さい。しかし、現在では後発で規模の小さい企業が優位とな
っている。具体的には、部品製造専業企業であるルビコンと大手電器機器製造企業の M 社
（現 P 社）は同じようなジャンルの画期的なコンデンサの開発に着手し、製品化していっ
た。そして、現在では後発企業のルビコンの方がその製品範囲等で優位となっている。 
ここで先発企業と後発企業の識別は、その対象とする製品の開発時期や参入時期が早い
か遅いかの間隔尺度で比較する。そして、近年の日本のフィルムコンデンサ業界は自動車の
インバータ回路用途で発展していることから研究の対象として着目した。 
本稿の目的は、不利な状況であった企業が新たな製品を創り出すプロセスにおいて、如何
なる判断がイノベーションに影響し、その成否に大きな影響を及ぼすかを明らかにするこ
とである。そこで、両社が興した破壊的イノベーションに着目し、そのスタート時点や途中
での意思決「定、市場形成段階における顧客のニーズの取り組みが事業の成否に大きく影響
するのではないかと考えたのである。そして、優位であると思われている先発企業に、どの
ような経路依存がおこり、それがイノベーションの成否にどう影響を及ぼしたのかを比較
しながら論じていく。この事例を分析することで、破壊的イノベーションを起こしても先発
優位を持続できないのはなぜなのか、また、組織の大きさや人材の違いなどの「制約条件」
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や「後発参入」の不利な条件があっても、後発が優位となるのはなぜなのかを明らかにして
いく。 
そして、スタート時の決断にバイアスや経路依存が起こり、それが後の行動に大きな影響
を及ぼし、途中段階においても市場ニーズの取込みに、その時の意思決定が密接に関わって
いると考え論じていく。次節では本稿で取り上げるコンデンサとは何なのか、又、どのよう
な市場なのかを整理し簡単に説明していく。 
 
1-2 コンデンサとは 
 
まずコンデンサとはどのようなものなのか簡単に説明する。コンデンサとは、一時的に電
気（電荷）を蓄え、必要な時に放出することができる部品のことで、どれだけの電気（電荷）
を蓄えられ、効率良く放出できるかがその性能となる。コンデンサが蓄積できる電気（電荷）
は電池と比較すると少ないので、電荷の放出・放電において短時間で作動することができる。
コンデンサの働きはバケツやダムなどの水を蓄えるものに例えられ、電気を蓄えたり放出
したりする特徴がある電子部品である。電気回路におけるコンデンサの役割は①電源電圧
の安定化、②ノイズの吸収、③直流電圧の遮断である。そして、コンデンサに蓄えられる量
を静電容量といいバケツの容量と同じようなものであり、次式であらわされる。 
 
 静電容量Ｆ＝誘電率 ε × 電極面積 S／誘電体の厚み t 
       誘電率 ε＝真空の誘電率 ε0 × 材料自体の比誘電率 εr 
 
したがって、コンデンサの静電容量は比誘電率 εrと電極面積Sが大きいほど大容量となり、
逆に誘電体の厚みが厚くなればなるほど、静電容量は小さくなる。 
図 1-1 はコンデンサの構造の概略を表したもので、2 つの電極で誘電体を挟んだ簡単な構
造である。一般のフィルムコンデンサでは誘電体としてポリプロピレンなどの有機フィル
ムが用いられ、電極はアルミ薄膜が採用されている。一般的には誘電体を 2 枚もしくは多
層組み合わせることで高静電容量のコンデンサを実現している。 
図 1-2 はコンデンサの役割と諸特性を簡単に説明するために、バケツとその中に入れる
水で表現したものである。水の量はバケツの大きさ（容積）で決まるが、コンデンサの場合
は、それが静電容量にあたる。例えば、バケツの外形は同じでも中に入れる水の容積に違い
が出ることがある。コンデンサにおけるこの特徴は誘電率 εで表される。大きな容積にする
には誘電体の比誘電率を大きくするか、バケツの容積にあたる誘電体の面積を大きくする
必要がある。次に、バケツに穴があいている場合は水が漏れだすが、コンデンサの場合は、
それが漏れ電流や耐圧不良につながる。一方、バケツに入れた水は取り出したりする必要が
でてくるが、その口の大きさ（バケツの直径）が小さい場合、水を放出するのに時間がかか
ってしまう。コンデンサの場合は、それが tanδや ESR（直列等価抵抗）というファクター
になる。これらの数値が高いと、発熱や、静電容量の損失が大きくなるという欠点につなが
る。 
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図 1-1 コンデンサの構造概略図 
 
 
 
 
図 1-2 コンデンサの役割 
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次に、フィルムコンデンサの基本的な構造を説明する。フィルムコンデンサは、誘電体と
なるプラスチックフィルムに薄膜電極を形成し、それを巻き取ったもので、その両端に溶解
した金属を吹き付けるルメタリコン工法により電極を付けることで、薄膜電極とリード線
等を接続し回路への組み込みを可能にしている。フィルムコンデンサは誘電体の温度特性
が良いことから、温度による容量変化が少ないため高精度を要求する回路に用いられる。し
かし、フィルムコンデンサは製造コストが高いことや使用するフィルムにより電気的、機械
的、熱的特性が決まってしまう。図 1-3，4, 5 はフィルムコンデンサ素子の構造を図示し
たもので、構造は 2 枚の蒸着フィルム A と B を 1mm 程度ずらした状態で巻き取るという
比較的簡単な構造である。このフィルムの厚みは 1μm から数十μm であり、用途により
厚みやフィルムの種類が選定されている。 
 一般のフィルムコンデンサは 2 枚の蒸着フィルムを巻き取ることでコンデンサ素子がで
きあがる。コンデンサ素子に使われる蒸着フィルムが長いほど、電極面積が大きくなること
から大きな静電容量のコンデンサ素子となる。そして、図 1-5 に示しているようにコンデン
サ素子の両端面にメタリコン電極を付けることで電気の受け渡しが可能となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-3 一般的なフィルムコンデンサの構造 
 
蒸着フィルムＢ
蒸着フィルムＡ
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図 1-4 フィルムコンデンサの構造 
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図 1-5 フィルムコンデンサの構造 
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1-3 フィルムコンデンサ業界の現状 
 
受動部品1であるコンデンサのカテゴリーは数種類ある。まず、誘電体としてチタン酸バ
リウムなどを使用したセラッミックコンデンサがある。ほとんどのセラミックコンデンサ
企業は誘電体シートを社内で製作し、材料開発により付加価値を付けている。セラッミクコ
ンデンサでは低誘電率系でも εrが 10~100 程度、高誘電率系では εrが 500~20,000 もあり、
この高誘電率材料を自社でコントロールできることで大きなアドバンテージを得ている。
高誘電体材料を使用することで、形状の小型化が可能となり、デジタル機器特に携帯用途で
はこのコンデンサが主流となっている。 
次に、アルミ電解コンデンサはベースとなるアルミ箔を購入し、エッチング、化成という
工程に流す。エッチング工程では表面積を拡大させ、化成で誘電体を形成するのである。 
アルミ電解コンデンサの場合、誘電率はフィルムの約 5 倍～50 倍であるが、基材のエッチ
ングにより有効表面積を数十倍にすることができ、誘電体の薄膜も可能であることから、大
容量で小型のコンデンサが製造できる。 
そして、フィルムコンデンサの状況は以下の通りである。フィルムコンデンサに用いられ
る誘電体は、フィルム企業が製造している。日本では東レ、王子、欧州ではトレオファンな
どがある。日本のフィルムコンデンサ企業は自社で誘電体を形成していないので、セラミッ
クコンデンサのように、誘電体に自社独自技術を盛り込みにくい状況である2。フィルムコ
ンデンサ企業が誘電体となるフィルムを自社で製造していない理由は、設備投資金額の大
きさや、１台の装置で大量のフィルムが製造できるため、１社で使用するには非効率である
ことが考えられる。 
図 1-6 は各種コンデンサの製造方法を示したものである。フィルムコンデンサ企業の多
くは、誘電体を社外のベンダーからの購入に頼っている。言い換えれば、コンデンサの特性
を左右する誘電体は、コンデンサを製造する各社で大きな差異が無いことを示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
1 受動部品とは抵抗器やコンデンサ、電池などの供給された電力を消費もしくは蓄積・放出す
る働きをもつ部品をさす。他方、能動素子とは半導体のように増幅や整流をおこなう部品であ
る。 
2 中国では誘電体を自社で製膜し、且つ、フィルムコンデンサも製造しているメーカーがある
が、世界的にみると稀なケースである。ほとんどのフィルムコンデンサメーカーは外部購入で
あり、分業化が確立している。そのため、各メーカーは誘電体以外のところで製品の優位出す
ことに注力している。 
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セラミックコンデンサは誘電体としてチタン酸バリウムなどが調合されている。ほとん
どのセラミックコンデンサ企業は誘電体シートを社内で製作し、材料開発により付加価値
を付けている。セラッミクコンデンサでは、高誘電率材料を自社でコントロールできること
で大きなアドバンテージを得ている。そして、コンデンサの電気特性の大部分はこの誘電体
に作用され、この誘電体形成部分（誘電体材料）をブラックボックス化することで新興国か
らのキャッチアップに対抗できているといえる。 
 他方、セラミック以外のコンデンサは誘電体形成に差異がある。まずアルミ電解コンデン
サはベースとなるアルミ箔を購入し、エッチング、化成という工程に流す。エッチング工程
では表面積を拡大させ、化成で誘電体を形成するのである。前述したように、アルミ電解コ
ンデンサの場合、誘電率はフィルムの約 5 倍～50 倍であるが、基材のエッチングにより有
効表面積を数十倍にすることができるため、大容量で小型のコンデンサが製造できる。製造
面においては、箔になったアルミ箔を購入し、また、エッチングや化成も専門企業があり、
汎用の端子や封口材なども購入可能であり、電解コンデンサ企業は材料を購入すれば、製造
設備さえあれば製品を作れるようになっている。セラミックコンデンサの材料はクローズ
化されているのに対して、電解のそれはオープンであると言える。 
 次に、フィルムコンデンサの場合は、前述したようにフィルムコンデンサに用いられる誘
図 1-6 主なコンデンサの主要製造工程 
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電体は、フィルム企業が製造している。日本では東レ、王子、欧州ではトレオファンなどが
ある。日本のフィルムコンデンサ企業は自社で誘電体を形成していないので、セラミックコ
ンデンサのような誘電体に自社独自技術を盛り込みにくい点が課題である。そして、フィル
ム企業が競合他社にも誘電体を販売することで、電解コンデンサの産業構造と同様になり、
競争力を生みにくいと考えられる。逆に、フィルム企業と良い関係を築き、自社に有利な条
件での販売や戦略を立てられれば競争力を向上させる要因になりうる。 
これらのコンデンサは、その使用目的により多品種で構成されており、その多くが標準仕
様部品として採用されていた。それゆえ、コンデンサ企業は他社と差別化するために、高性
能、高品質、低コストを目指し、自社で開発した製品がグローバルスタンダードとなるよう、
完成品セットメーカーの要望を取り入れた製品の開発を進めて行った。フィルムコンデン
サにおいても、積層型フィルムコンデンサはソニーやパナソニックといったセットメーカ
ーの依頼や協業により開発され、グローバルスタンダード化されたものである。特に M 社
のフィルムコンデンサは日本市場で 40％以上のシェアを誇っていた。 
 しかし、他種コンデンサとの市場競合に曝され、フィルムコンデンサはセラミックコンデ
ンサやアルミ電解コンデンサとの種類間競争に突入していった。そして、家電最終製品のデ
ジタル化や小型化にともない、市場の覇権はセラミックコンデンサが握ったのである3。そ
して、完成品セットメーカーの海外生産にともない、フィルムコンデンサの競争相手は、日
本国内企業だけではなく新興国の現地企業との競争も考えなければならない事態に至って
いった4。 
それは、フィルムコンデンサもコモディティ化により中国企業が台頭してきたからであ
る。民生用に多量に使われる製品では製造設備も一般化し、設備導入を行えば程々の品質の
フィルムコンデンサを製造出来るようになり、このような製品を市場が受け入れるように
なったからである。図 1-7 は従来のコンデンサの勢力範囲を示しており、縦軸は静電容量、
横軸は使用電圧を示している。この図から従来のフィルムコンデンサは静電容量では電解
コンデンサより小さく、高電圧分野に強いのが特徴である。しかし、低電圧領域ではセラミ
ックコンデンサに市場を奪われている。静電容量が大きい領域ではアルミ電解コンデンサ
やタンタル電解コンデンサ、低電圧低静電容量領域ではセラミックコンデンサが主流であ
るといえる。 
 
 
 
 
 
 
3 小阪，武石(2008,p.16) デジタル機器の誕生やコンピュータの普及時に、低コストで小型の
セラミックコンデンサがデジタル機器市場の成長を促し、アルミ電解コンデンサや他のコンデ
ンサの市場を奪ったと指摘している。 
4 猪木，西島(2007)は 1980 年代までの村田製作所は、ユーザーからの要望で海外生産を行
い、コストだけの対応ではなかったと指摘している。フィルムコンデンサも同じようにユーザ
ー側から現地供給の要望があり、これが海外企業との競争の一要因になったと考える。 
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 図 1-8 は従来のフィルムコンデンサの生産イメージを表したものである。前述のセラミ
ックコンデンサや海外メーカーとの競争環境のため、国内のフィルムコンデンサ企業の市
場は大きく減少している。従来の用途であった家電やデジタル機器向けの日本国内のフィ
ルムコンデンサ生産量は大幅な減少傾向にあるといえる。このような構造的課題を解決す
るには、従来の製品のコスト力、商品力を鍛えるだけではなく、新規分野に市場開拓する必
要があった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1-7 従来のコンデンサの容量電圧勢力範囲 
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 次に、林(2004)は電子部品企業のポジショニングを図 1-9 の様に表している。ユーザーと
自社の関係をモジュール型とインテグラル型でマトリクスを作り示したものである。この
マトリクスの縦軸は社内の製造過程をモジュール型とインテグラル型に分類し、横軸はそ
の製品がユーザーにとってモジュール型なのか、それともインテグラル型なのか、分類する
ことで当該製品の立ち位置を判るようにしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 林は、社内は技術重視のインテグラル型で、ユーザーには汎用品を供給するような組み合
わせのモデルが高収益を上げていると考えた。そして、一般的な部品企業は第 4 象限に属
し、ユーザーの新製品に対して、最先端の技術を社内の擦り合わせ技術で作り上げるケース
が多いと考えた。ユーザーのセット製品の市場が拡大すれば、その部品を供給する部品企業
も恩恵を享受するが、最終消費者のニーズの形が顕在化してくると、セット製品の差別化が
困難となり、価格競争が激化する。それとともに部品企業へのコストダウン要求に繋がり、
部品の 2 社購買化などにより、きわめて低い利益率となる傾向があると指摘している。 
 次に、このマトリクスをコンデンサ業界に対応させたものが図 1-10 である。電解コンデ
ンサは多くの部品がモジュール化されており、ユーザーにも汎用品として提供しているた
図 1-9 電子部品企業のポジショニング 
 
出所：林(2004) 
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め第２象限に属している5。汎用形のフィルムコンデンサはアルミ電解コンデンサほどモジ
ュール化されていないことからインテグラル（第３象限）寄りのポジショニングと考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 この状況下でフィルムコンデンサが着目したのが従来はアルミ電解コンデンサの市場と
考えられていたハイブリッドカー（HEV）や高速鉄道用のコンデンサのようなパワーキャ
パシタ分野である。従来、この分野のコンデンサはアルミ電解コンデンサが使用されていた。
パワーキャパシタ分野の製品にアルミ電解コンデンサが使われていた理由は、大きな静電
容量のコンデンサでも誘電率も高く、誘電体も薄膜化で大面積であることから比較的小型
化が可能であった為である。 
しかしアルミ電解コンデンサは有限寿命であり、サージ吸収性などの電気的特性面から
フィルムコンデンサが適していることが判っていた。しかし、フィルムコンデンサを使って
いた実績がなく価格などの新規参入障壁があった。これを克服して初めてトヨタ自動車の 2
代目プリウスにフィルムコンデンサが採用されたのである。フィルムコンデンサが自動車
用に採用された大きな理由は、薄膜の誘電体が開発され、小型化やコストダウンが可能とな
り、コンデンサ自体の電気的性能や安全性がアルミ電解コンデンサより優れていたからで
ある。 
そして、現在では自動車用途のフィルムコンデンサでは日本企業が優位となっている。ま
 
5 電解コンデンサもカスタム品があり、本表の第４象限や第１象限に含まれるものもあるが、
多くの汎用品は第２象限と考える。 
図 1-10 コンデンサ業界のポジショニング 
 
出所：加瀬部(2015) 
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た、高速鉄道やインバータ回路が使われる産業機器においてもフィルムコンデンサが使用
されるようになり、新たな市場を形成している。 
 写真 1-1 はトヨタ自動車のハイブリッドカー用のインバータ回路である。この写真は初
代プリウスに採用されたアルミ電解コンデンサと 2 代目に採用されたフィルムコンデンサ
を比較したものである。初代はアルミ電解コンデンサであったが、2 代目以降はフィルムコ
ンデンサに置き換わっており、その他車種においてもフィルムコンデンサが採用されてい
る。そして、寿命や安全性が向上し、形状的にも同等レベルとなっている。 
他方、汎用品のフィルムコンデンサはセラミックコンデンサのように自社内のポジショ
ニングをインテグラル型にする動きがある。これが本稿で着目した破壊的イノベーション
により生み出された新たなジャンルのフィルムコンデンサである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 1-1 トヨタ自動車のハイブリッドカーに採用されたフィルムコンデンサ 
 
 
 
 
出所：写真 https://www.google.co.jp/に筆者注釈追記 
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第2章 競争優位に関する既存研究の視点とリサーチクエスチョン 
 
2-1 破壊的イノベーションの類型 
 
破壊的イノベーションとは Christensen(1997)が提唱したイノベーションの類型であり、
Tushman & Anderson(1986)は既存技術の延長線上あるイノベーションを連続的（インク
リメンタル）イノベーションと考え、既存技術を打破するイノベーションを非連続的（ラデ
ィカル）イノベーションと考えた。Christensen は、破壊的イノベーションには 2 種類ある
と考え、その一つがローエンド型破壊的イノベーションである。これは、低価格や簡便性を
実現する破壊的技術によって低価格や利便性を実現するものである。この破壊的技術は、必
ずしも高度な技術ではなく、むしろ単純化・小型化などをもたらす技術的革新が多いと考え
られている。 
Christensen(2003)らは、持続的イノベーションと破壊的イノベーションの区別が重要で
あると指摘している。持続的イノベーションは従来製品よりも優れた性能で、要求が厳しい
ハイエンドの顧客をターゲットとしているもので、且つ、この持続的競争で勝つのは既存企
業と決まっていると考えている。他方、破壊的イノベーションは、現状の製品ほど優れてい
ないにも関わらず、今までの製品の路線を破壊し定義を変えるものと考えている。 
そして、その中の一つとして、新市場型破壊的イノベーションがある。これは、新たな技
術や価値観に基づき、これまでと異なる市場に参入するようなものと考えた。たとえば、
SONY のウォークマンは小型で携帯できるという今までに無い価値を市場に投入したこと
により、新たな市場を創造することができた。そして、Christensen は技術的革新と新市場
形の 2 種類のイノベーションが組み合わさった破壊的イノベーションのタイプが多いと指
摘している。 
Utterback(1994) は、インクリメンタル・イノベーションは既存の製品の性能を引き上げ、
既存企業の競争力を高める。他方、ラディカル・イノベーションでは、既存企業が利用して
いる従来技術が陳腐化し、競争力低下を引き起こすと考えた。そして、イノベーション論に
関する伝統的見解として、Christensen の持続的イノベーションや破壊的イノベーションと
同一視されている。Utterback のイノベーションと Christensen のイノベーションが同一
視されている事や、その訳語的にも論議の余地はあるが、本稿ではその論議を対象としてい
ない。 
Christensen and Bower (1996)は市場を支配していた企業は顧客要望により破壊的イノ
ベーションを起こしにくいことを指摘している。市場を制覇すればするほど、その製品はド
ミナント化され、新たな製品に移行しにくくなると指摘した。彼らの代表的な研究事例はハ
ードディスク（HDD）産業である。14 インチ HDD 時代は装置用のラックなどの巨大なス
ペースが必要で大型装置用であった。そして、8 インチ HDD になるとミニコンピュータが
対象となり、5.25 インチ HDD ではディスクトップ型 PC、3.5 インチ HDD になると対象
はノート型 PC へと変遷していった。既存企業は従来の顧客の要望には対応するが、新たな
顧客のニーズを受け入れようとしなかった。そのため、新たな HDD を製造する企業が現
れ、これらの HDD は異なった製品に組み込まれたのだが、新しい規格の HDD は性能面か
ら既存の製品を凌駕し、既存の HDD 市場に入り込んでいった。この結果、既存企業は急速
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に競争力を失っていったのである。 
富田・高松（2012）はフルモールド鋳造法（FMC 法）の事例分析を通じて、破壊的イノ
ベーションのプロセスを明らかにした。FMC 法とは鋳型内の模型を溶湯と置き換えながら
鋳物を作る方法で、技術的難易度は高いが少量多品種やコスト的メリットもあると言われ
ている。木村鋳造所が FMC 法を成功した要因として、経路依存性の概念を指摘しており、
過去の意思決定がその後の成功に大きく影響したと考えている。 
経路依存性とは、David (1985)のパソコンキーボードの「QWERTY」配列の分析や鉄道
の軌間ゲージのケースに代表されるように、過去の意思決定が現在の意思決定に影響する
現象である。しかし、富田・高松（2012）らは自身の分析には研究課題も多く残っていると
考えている。「破壊的イノベーションを木村鋳造所が実現できた理由についてはある程度明
らかになったものと考えられるが，他社の量産鋳物市場への進出がなぜ遅れたのかを明ら
かにするためには，競合他社についてより詳細な調査が必要であろう」と自ら指摘している。 
そして、これらの先行研究から、経路依存性という概念だけで事業の成否が決まるのだろ
うかという疑問も湧いてくる。またこれらのイノベーションを別の視点からみると、先発優
位・後発優位という観点を考える必要があるのではなかろうか。 
 
2-2 先発優位 
 
先発の優位性（first-mover advantage）とは、ある市場に最初に進出して成功した製品・
サービスは他社が追随して参入しても、売上・利益の優位性を長期間維持しつづけるという
考えである。先発優位の代表的イノベーションとして、iPad（Apple）、ウォークマン（SONY）、
ファミコン（任天堂）、 宅急便（ヤマト運輸）、ウォッシュレット（TOTO）、ポカリスエ
ット（大塚製薬）などが知られている。先発優位の研究として、Lieberman & Montgomery 
(1998)がある。彼らは先行することで、技術面でリーダーシップを握ることができると考え
た。後藤(2002)は先発優位のアドバンテージとして、製品の先行的な市場化が有効であり、
特許以上に先発優位を享受できる可能性が高いと考えている。 
小田切(2010)はサンク・コストが先発者優位に働くと考えた。先発者は既に先行して投資
を済ましているが、後発者が参入時するときに新規投資が必要となるからである。さらに、
先発企業の行動として同質化戦略がある。Greenwald & Kahn(2005)、嶋口(1986)は製品の
平均費用は攻勢を仕掛ける企業の方が先発企業よりも経験の点から不利であり、後発企業
が参入しようとしたとき、コスト力で後発企業を駆逐することを先発企業がとる効果的な
戦略と考えた。Apple が iPod Nano を製品化した時に大容量フラッシュメモリを先買いし
た事例のように、先発企業は限定的な資源や希少資源を先取りし、後発者の参入を阻害させ
ることができる。 
Porter（1985）は、先発企業は当該市場においてパイオニアという評判を獲得することが
でき、リーディング企業としてのイメージを確立し、長期的な便益を得ることができるとし
ている。このように、先発企業は多くのアドバンテージがあるのだが、ディスアドバンテー
ジは何なのだろうか。次節で後発優位のアドバンテージについて論じていく。 
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2-3 後発優位 
 
後発優位(late comer advantage)とは、「先発者が優位な状況にある市場に後発参入を図
る場合に、どのような条件が備われば市場シェアを逆転できる可能性があるのか」というこ
とを考えたものである。後発優位の条件として、Schnaars (1994), Lieberman & 
Montgomery(1988)は後発企業が優位に立つ条件として、ただ乗り効果、大量の販売促進効
果、先発企業の製品や製造工程を圧倒するような技術、市場の急変を挙げている。先発者は
イノベーションのための研究開発コストを負担している。Besanko & Shanley (2000)は、
先発者が市場創造するときの技術や需要は不確実であり、不確実な状況下で意思決定をし
たとしても必ずしも良い結果が得られるわけでもなく、研究費や設備投資の中には失敗に
終わるものもあると述べている。従って、先駆者は研究開発に関してそうした不確実性のコ
ストも負担する必要がある。恩蔵（1995）は、新しいイノベーションでは不確実な要素が多
くあり、後発参入は需要の不確実性を見極めることができ、販促費用や研究投資を低く抑え
ることができると述べている。 
Christensen(1997)は先発企業が凋落し、後発企業にキャッチアップされる要因として、
環境変化への対応があると考えた。環境変化への対応を妨げる要因として、組織の構造上、
柔軟性を欠いている場合、変化が激しいほど後発企業が優位となると述べている。 
先発・後発優位の論議の中でサンク・コストの影響も議論されている。サンク・コストと
は埋没費用とも言われ、ある決定をする以前からすでに投じてしまい、その後の意思決定に
よっても取り返しがきかない費用をいうが、小田切（2010）は、一般的にはこのコストは先
発企業優位を必然的なものにすると考えている。その理由は、先発者はすでにコストを投資
済みであるが、後発者は新規に投資しなければならず、これが参入障壁となるという考えか
らである。しかし、サンク・コストは後発優位をもたらす場合がある。それは、新たなイノ
ベーションが予想されたとしても、すでに特定の技術を採用してきた企業は、新たな技術に
乗り換えると今までの経営資源投下が無駄になる恐れがあり、新たなものには消極的にな
る傾向が指摘されている。 
逆に、失うものが少ない後発企業は、新たなイノベーションに対して積極的に投資ができ
る。北(2013)は、先発企業が新たなイノベーションを採用するハードルは、サンク・コスト
が意思決定に影響し、後発企業のそれより高いと指摘している。そして、業界でリーダー的
な先発企業は最先端の設備を持っており、省力化や自動化積極的に推進している場合が多
く、需要変動にたいする生産調整は容易にできる。しかし、製造設備の変更や縮小は、固定
資産の減価償却が済むまでは躊躇されると指摘している。 
以上の先行研究を踏まえ、次節では先発・後発のどちらが優位かについて考察した。 
 
2-4 イノベーションは先発・後発どちらが優位か 
 
イノベーションのタイミングは企業の持つ資源や能力、製品の特長等によって異なると
考えられており、Teece(1987) はイノベーションを先発企業と後発企業どちらが成功したか
を調査したが、その結果は簡単には整理できないと考えた。表 2-1 は Teece(1987)が調査し
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た新興産業における先発・後発企業のどちらが成功したかを示したものである。Teece の調
査はヘリコプターなどの航空機やビデオ、医療機器や使い捨て紙おむつなどの消耗品とい
った多種の新興産業を調査している。この調査では新興産業において先発・後発どちらが有
利かという解は得られていない。 
  Grant(2007)は、市場開拓者がどれだけ優位かという問いに対して、新技術は知財やリ
ードタイムの優位による保護や標準規格化の可能性、補完的資源の重要性という 3 つの要
因に起因すると考えた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次に、Christensen(1997)はハードディスク産業を調査し、先発企業が既存の市場で新た
なイノベーションに移行できずに、既存市場の後発企業に立場を逆転されるイノベーショ
ンのジレンマがあると論じている。その調査の中で、同じパラダイムに 2 年以内に参入し
た破壊的イノベーションの先発企業は 1976 年から 94 年の間に累計 620 億ドルの売上げを
計上しているが、後発は 33 億ドルしかあげていない。このことから破壊的イノベーション
では圧倒的に一早くそのパラダイムに参入した先発企業が優位だと示している6。 
 
6 Christensen(1997)の調査では、破壊的イノベーションをリードした企業（イノベーショ
表 2-1 新興産業における先発、後発企業 
 
 
出所：Teece(1987) The Comppetitive Challenge: Strategies for Industrial 
Innovation and Renewal.Ballinger.(石井淳蔵ほか訳『競争への挑戦』白桃書
房、1988 年 p.186) 
製　品 先発企業 後発企業 成功企業
ヘリコプター Sikorsky Augusta Westland 先発企業
ジェット機 De Haviland(Comet) Boeing(707) 後発企業
フロートガラス Pilkington Corning 先発企業
Ｘ線スキャナ EMI GE 後発企業
事務用パソコン Xerox IBM 後発企業
VCRs（ﾋﾞﾃﾞｵｶｾｯﾄﾚｺｰﾀﾞ） Ampex,ソニー 松下電産 後発企業
インスタントカメラ Polaroid Kodak 先発企業
ポケット計算機 Bowmar Texas Instrument 後発企業
電子レンジ Raytheon Samsung 後発企業
ファイバオプティックケーブル Corning 多数企業 先発企業
ビデオゲーム・プレーヤ Atari 任天堂 , ソニー 後発企業
使い捨てオムツ P&G Kimberley-Clark 先発企業
インクジェットプリンタ IBM & Siemens Hewlett Packard 後発企業
ウエブブラウザ Netscape Microsoft 後発企業
ＭＰ３プレーヤ Diamond Apple(iPod) 後発企業
携帯電話ＯＳ Symbian Microsoft 先発企業
フラッシュメモリ 東芝 Samsung, Intel 後発企業
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そして、「規模が小さく、技術を基盤に置く企業は先発以外に選択肢はない」と言われて
いる。最初に市場参入し追随者が現れる前に必要な補完的資源を整えることで先行者利益
を得ることが競争優位の源泉であるということである。この研究から言えることは、破壊的
イノベーションではそのパラダイムにいち早く参入した方が圧倒的に優位であり、特に規
模の小さな企業が後発の場合、圧倒的に不利となると考えられている。また、イノベーショ
ンの成否には先発・後発というファクター以外に、組織スラックも重要なファクターの一つ
である。次節で、この組織スラックが及ぼす影響を論じていく。 
 
2-5 組織スラック 
 
企業がイノベーションを興し、厳しい競争に打ち勝つために、如何に経営を効率化するか
が大きな課題である。組織効率の観点から注目されているのが組織スラックである。Cyert 
and March(1963)は組織スラックを「組織が利用できる資源と組織を維持するために必要な
資源との差」と定義し、Bourgeois(1981)は組織スラックに「組織内において戦略行動やイ
ノベーションを促す機能」があると考えた。つまり、組織スラックを有することで、これを
適宜に利用し、新製品や新規市場の開拓などに利用するのである。 
Bourgeois and Singh(1983)は内部留保やキャッシュフローなどの「利用可能なスラック」
と売上債権や棚卸資産などの「回復可能スラック」、長期借入金や株式発行などを通じて得
られる「潜在的スラック」があると考えた。そして、組織スラックを定量化する研究として、
Singh(1986)は財務データから観測し、高橋(1999)は株主からの払い込みや営業によるキャ
ッシュフローが組織スラックの源泉であると指摘している。 
そして、ここまでの先行研究ではイノベーションの成否を先行・後発や組織スラックの大
小という観点論じているが、その機軸だけでイノベーションの成否を論じることは十分な
のかという疑問が湧いてきた。そこで、先発・後発、組織スラックの大小という機軸に新た
に追加する機軸を考え、それを次節で明示する。 
 
2-6 意思決定のバイアスの影響 
 
前節までの先行研究では破壊的イノベーションを先発・後発という観点や組織スラック
の大小という機軸で、どちらに優位性があるのかを論じていたが、本節では意思決定プロセ
スという観点に着目した。それは、企業がイノベーションを起こすには何らかの意思決定が
重要な役割をもっていると考えられており、意思決定のプロセスという機軸を付け加えな
ければ本稿の目的にたいして不十分だと考えられる。 
意思決定の論議は心理学的なアプローチからも多くの研究が行われている。そして、組織
の意思決定にヒューリスティックやアンカリング、経路依存性などが大きく影響する可能
性があることが知られている。ヒューリスティックとは、人々は分析による合理的な判断方
 
ンの誕生から 2 年以内）に参入した企業で、1 億ドル以上の売上高を超えた企業は 37%、
市場が確立した後に参入し 1 億ドル以上の売上高を達成した企業は 51 社中わずか 3 社の
6％であった。 
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法を採用せずに経験などの簡単な方法で判断するというものである。Simon(1947)はこれを、
限定された合理性という概念で示している。限定的合理性による認知や判断は、利用が容易
な断片的情報に基づくヒューリスティックであり、このヒューリスティックでは最適な解
ではなく満足解が得られると考えた。 
長瀬(2008)は、ヒューリスティックは無意識のうちに発動するため、経験を積んだ経営者
でも自分の意思決定に介在するヒューリスティックには無自覚だと言っている。そして、自
分がどんなヒューリスティックで意思決定をしているか尋ねても回答を得ることは難しい
ため、実証研究は実験が主たる手段となると考えている。 
そして、意思決定に経験を利用するプロセスとしてアナロジーがある。これは、ある対象
を理解するために何か別な事象を利用することで、対象とする事象を類推する行為である。
そして、このことがヒューリスティックにつながる可能性が多々あると指摘している。 
また、相馬・都築（2014）らは、意思決定の誤りをバイアスと考えヒューリスティックは
本当に誤りなのか、また、判断の誤りを直せるかという論点にふれている。研究者の多くは、
ヒューリスティックを意思決定の誤りと認めており、意思決定のバイアスを矯正する研究
がなされている。しかし、組織内外の対人相互作用を伴う意思決定バイアスには何が最善策
なのか決め難いと考えられている。 
次に、Tversky & Kahneman(1974)はヒューリスティックの類型として以下の 3 つを挙
げている。 
 
①  利用可能ヒューリスティック 
インパクトの大きい事柄に目が行ってしまうヒューリスティックで、航空機事故が起こ
った時の被害から、自動車事故より航空機事故の確率が高いと感じるバイアス。 
②  代表性ヒューリスティック 
典型的だと思われる事象にとらわれることで起きるバイアスで、社内の成功事例や失敗
事例がこれに当てはまる。 
③  係留と調整ヒューリスティック（アンカリング） 
最初に与えられた情報を基準とし、それに調整を加えることで最初の特定の情報を重視
しやすいことで起きるバイアス。協業先の情報などによって起きるバイアス。 
 
これら 3 つのヒューリスティックが意思決定のバイアスを起こす要因と考えられている。
そして、長く継続している企業にとって失敗や成功多々あることである。各企業では、その
失敗や成功事例を教訓としていると考える。そして、これらの経験が当該企業の意思決定に
おいてアンカリング効果を及ぼすという考えである。アンカリング効果とは係留と調整ヒ
ューリスティックを指し、最初に経験した情報や数値が意識の中に残り、後の判断基準にバ
イアス効果をもたらせるというもので、人の心理効果によるものと考えられている。新たな
イノベーションのように不確実性下においてはアンカリングによるバイアス効果は大きな
影響を及ぼす可能性がある。 
杉本(2015)は熟考によりアンカリング効果が軽減する条件があると論じており、見当がつ
けづらい事象では熟考によりアンカリング効果が軽減すると指摘した。しかし、企業の中で
の成功・失敗事例は、杉本(2015)が指摘したアンカリングが軽減する条件に当てはまらない。
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そして、一般的に企業の中での成功・失敗事例は、企業風土の一部と化している可能性があ
り、これがアンカリングとなり経路依存を引き起こしていると考えている。 
また、破壊的イノベーションの場合、不確実性が高くアンカリングによる経路依存性だけ
では論じきれないと考えており、ヒューリスティックによる意思決定のバイアスやアンカ
リングによる経路依存性が複雑に絡み合いながら事業の成否に影響しているのではなかろ
うか。そして、先発優位・後発優位やイノベーションの先行研究では、概論的には理解でき
るが、実際に後発企業が先発企業をキャッチアップするにはどうしたら良いのか。逆に、先
発企業は後発企業にキャッチアップされずに、先発優位を保ち続けるにはどんな行動を行
えば良いのか、具体的な事例を積み揚げていく必要があると考えた。 
VHS における松下とソニーの競争の様に大手企業同士の覇権争いなどは多くの研究もな
されている。しかし、これは B to C の市場を研究したものであり、比較的小規模な市場で
小さい規模の企業がキャッチアップした事例に関する研究、特に B to B 市場の様な企業間
取引において、競合する 2 社の行動を詳細分析した研究事例は少ない。そこで、ニッチな製
品で、一般の消費者が購入することがない電子部品において、先発・後発企業の 2 面を分析
することで、不利な後発企業でも優位に立てる要因を発見できるのではないかと考えたの
である。そして、次項ではイノベーションを組織学習の視座から論じている先行研究に着目
し、論じていく。 
 
2-7 組織学習と組織構造 
 
前節までの先行研究では破壊的イノベーションを先発・後発という観点でどちらに優位
性があるのかを論じていたが、従来の研究成果だけでは破棄的イノベーションの成否を十
分に論じているとは言えない。そこで、本節では組織学習の視座にも着目した。March(1991)
は「探索」とは発見、多様性の追求、リスク負担、実験、遊びの維持、柔軟性の確保などの
一連の行動と考え、「活用」とは改善や手直し、コスト削減などの漸進的学習を特徴とする
ものと考えている。 
Sorenson & Stuart(2000) や Benner & Tushman (2002)などの先行研究から「探査」に
効果的な組織と「活用」に効果的な組織が存在し、前者は目標設定や進捗管理上の裁量権が
担保されている組織で、後者は組織の年齢が高く、組織ルーティンのバラツキが少ない組織
であると示している。また、鈴木(2013)は活用と探索を同時に実践できる組織能力(OA：
Organizational Ambidexterity)に着目し、OA と組織の長期的な事業成果に対し、必ずしも
良い影響をあたえるとは言えない事を明らかにした。そして、鈴木が行った観察条件下では、
「活用」と「探索」とでは各々に適した組織設計や管理手法が大きく異なるからだと指摘し
ている。 
次に、組織構造に着目する。組織の構造や活動は目標とするタスクに応じて「探査」と「活
用」のバランスを図る必要がある。Siggelkow & Levinthal(2003)は分権化した組織の「探
索」活動は、初期段階の「探索」を経て、その後の調整や統合という「活用」活動を行うこ
とで高い成果につながると指摘している。Cardinal(2001)は、組織の権限や意思決定を集中
した集権化が、既存製品の改良である「活用」的なイノベーションだけでなく新製品の開発
である「探査」的なイノベーションを促進する傾向があると指摘している。 
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そして、一般的に「探索」活動は非公式化と関係が深いと考えられているが、Jansen (2006)
らの研究によると組織の規則や手続きに依存する公式化は「活用」的なイノベーションを促
進するが、必ずしも「探索」的イノベーションを抑制するものではないと指摘している。そ
して、非公式化と公式化その両方が機能している組織は「探索」的なイノベーションにも良
い結果をもたらすと指摘している。Sorenson & Stuart(2000)の研究によると、組織には歳
月を経るにつれて既存技術の「活用」を重視する傾向があり、革新性の高い技術をもとめる
「探索」活動を軽視する傾向がる。これらの先行研究から、組織学習と組織構造が破壊的イ
ノベーションの成否に大きな影響を及ぼすことが判る。また、組織構造の先行研究から破壊
的イノベーションに適した組織や、持続的イノベーションに適した組織構造があるといえ
るだろう。 
さらに、印南(1999)は不確実性への対処能力について論じており、その一例として米国の
一般産業は、第二次大戦後は不確実性の源は迅速な生産であったため製造部門が権力を持
ったが、その次に、製品をいかに売るかというステージに入ると、マーケティング部門が権
力を握ることになった。続いて、1970 年代の不況の後は、多くの企業が経営の多角化を進
めるようになると資金配分が主要な関心事になり、財務・会計部門が権力を握るようになっ
た事をあげている。そしてこれらの事例から、この不確実性に対処する部門は状況に応じて
移り変わると指摘している。 
本稿では、破壊的イノベーションは組織学習の視座から見ると「探索」であり、持続的イ
ノベーションは「活用」と考え、組織の体制や行動を分析することでスラックが乏しい企業
がどうやって破壊的イノベーションを成功させ、その要因は何だったのかを組織及びプロ
ジェクトの体制やリーダーの行動に着目して論じていく。そして、次節で本稿のリサーチク
エスチョンを提示し、どうやってスラックが乏しい後発企業が市場ニーズを掴んだのか。先
発企業はどのようにして追い越されたのか、事例分析を通じて明らかにしていく。そして本
稿では、ヒューリスティックによる意思決定のバイアスやアンカリングによる経路依存性
と組織学習の視座にも着目し、論議を進めていく。 
 
2-8 リサーチクエスチョンの提示 
 
破壊的イノベーションを実現する場合、先に製造を開始した先発企業が優位になる場合
が多いと言われているが、後発企業が先発企業を追い越し優位な状態になる条件とは何な
のか。本稿冒頭で紹介したように、規模が小さいルビコンは後発参入でありながら先発の M
社をキャッチアップし優位となっている。破壊的イノベーションがドミナント化される前
は市場のニーズや環境状況など色々な状況変化があると思われる。当初計画通り想定内で
進むことはむしろレアなケースではないだろうか。本稿で取り上げる 2 社を見ても、状況
変化に対応できた企業が優位となっており、なぜ・なにが後発企業にできて、先発企業にで
きなかったのか。なぜ先発企業は先発というアドバンテージを活かせなかったのか。また、
なぜ規模の小さな後発企業が破壊的イノベーションを進めることができたのか。 
この要因を掴むために、以下に 4 つのリサーチクエスチョンを示し論議を進めていく。 
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リサーチクエスチョン 1： 
破壊的イノベーションの成功には先行企業が優位と考えられている。しかし、先発企業も
市場ニーズを掴み環境の変化にも対応することが必要である。しかし、それを阻害する要因
として、ヒューリスティックによる意思決定のバイアスとアンカリングからくる経路依存
性がある。この 2 つの要因による相互作用が破壊的イノベーションの成否に大きな影響を
及ぼすのではなかろうか。そして、不利な状況の後発企業でも阻害要因が少ない場合、先発
企業よりも優位になるのではなかろうか。 
 
リサーチクエスチョン 2： 
 後発企業は先発企業の動向を見ながら行動ができる。そのような後発企業にも係留と調
整のヒューリスティックが起こり、このヒューリスティックによる意思決定のバイアスと
アンカリングからくる経路依存があるのではないだろうか。しかし、後発優位になる要因と
して、先発企業と違い意思決定を修復しやすいのではなかろうか。 
 
 
リサーチクエスチョン 3： 
 先発企業・後発企業とも、組織の自由度が意思決定のバイアス是正に影響し、意思決定の
自由度が高いほどバイアスを是正しやすいのではないだろうか。 
 
 
リサーチクエスチョン 4： 
 規模の小さな後発企業が破壊的イノベーションに参入し成果を挙げるには多くの課題が
あると考えられるが、スラック（資源）が乏しくても破壊的イノベーションが可能ではない
だろうか。その要因の一つとしてトップマネジメントからの権限移譲が大きく影響してい
るのではなかろうか。 
 
 本節で提示した 4 つのリサーチクエスチョンを検証するため、次章では研究の具体的方
法を提示し、以降の章で、本稿で取り扱うイノベーションを破壊的イノベーションとした理
由を明確にし、先発・後発 2 社の定性的分析を中心とした調査を行う。 
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第 3 章 本研究の方法 
 
3-1 本稿で取り上げるフィルムコンデンサの概要と選定理由 
 
3-1-1 本稿で取り上げるフィルムコンデンサ 
 
両社が開発に着手したフィルムコンデンサは材料や製造工法を従来のそれとは大幅に変
えたものだった。この製品は、真空チャンバーの中で有機物から構成される誘電体層と電極
となる金属層を数千層交互に積み重ねることで造り出される。真空チャンバーから取り出
された時には、すでにコンデンサの素子シートができあがっている。従来の工法と比べると
複数以上の工程を一台の装置で同時に作ることができというものである。 
従来、フィルムコンデンサメーカーは誘電体となるフィルムを外部から購入していた7。
しかし、原価の半分を占める誘電体材料費を他社からの供給に頼り、自社ではコントロール
できない状態であった。そこで、セラミックコンデンサの様に自社で誘電体を形成したいと
いう思いや、更なる小型化やコストメリットを出すために、この誘電体層を自社内で形成し
ようとしていたのである。 
そのため、両社が興したイノベーションでは、フィルムに代わる誘電体として新たなモノ
マーを開発した。そのモノマーを真空中で誘電体と電極を同時形成させるものであり、両社
はフィルムコンデンサの特性をもつ新たなジャンルのコンデンサと考えていた。そして、従
来のフィルムでは、厚みは 1μm 近辺が限界であったのに対し、新たな工法では 0.１μm
も可能になる8。このコンデンサは誘電体自体の単価を下げるとともに、薄膜化することで
単位静電容量あたりの誘電体の単価比率を 10％以下に下げることができる。 
また誘電体材料も従来使われていた PET や PPS、PP9などと違い新たな誘電体材料を開
発している。写真 3-1 は M 社とルビコンが起こしたイノベーションによってできたコンデ
ンサの写真である。図 3-1 は従来の技術のコンデンサと破壊的イノベーションによって作
られた新たな製品とを比較したものである。誘電体の厚みを 1.2μm から 0.3μm とするこ
とで、従来と比べ大きさは同一静電容量の場合、体積比で大凡 1/3 となっている。 
 
 
 
 
 
7 主なコンデンサ用フィルムメーカーは、国内では東レ、王子 HD、海外ではトレオファ
ン、中国では嘉徳利、南洋などがある。これらのメーカーは自社ではコンデンサを作ら
ず、誘電体誘電体フィルムのみをコンデンサメーカーに供給している。 
8 M 社は本製品で 2001 年日刊工業新聞 10 大新製品賞を受賞。1kg あたり 2600 円の樹脂
が製品になったときには 120 万円の価値があるという世界初の製品をブラックボックス物
造りで生み出した。 
9 PET ポリエチレンテレフタレート、PPS ポリフェニレンサルファイド、 
PP ポリプロピレン、いずれもフィルムコンデンサの誘電体。  
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図 3-1 従来の製品と新たな製品の比較 
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3216形状 2125形状
同一容量（0.1μF）の時の形状
体積約1/3
写真 3-1 破壊的イノベーションによってできた製品 
 
 
 
出所：M 社、ルビコンウエブサイト 
26 
 
次に特性面から他種コンデンサ（セラミックコンデンサ B 特性）と本製品とを比較して
みた。元来、フィルムコンデンサはノイズ吸収性に優れており、静電容量が小さくても他種
コンデンサと比べ歪を小さくすることが可能であり、電源や信号のノイズ吸収に適してい
るが、本イノベーションの製品は小型化を実現したにも関わらず、性能はセラミックコンデ
ンサより優れている。図 3-2 は M 社の ECP-U とセラミックコンデンサのノイズ吸収性を
示しており、高周波数帯でのノイズ吸収性に優れていることが判る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 本イノベーションによって創られた製品はタンタル電解市場のシェアを得ようとする狙
いとしている。このフィルムコンデンサの特性を持つ製品は他種コンデンサと比べノイズ
吸収性に優れている。 用途としてはカーオーディオや高級オーディオ等の音響分野、パソ
コンやその周辺機器の電源周りのカップリング回路やノイズ吸収目的とした回路に採用さ
れている。特に低インピーダンスという特性によりノイズ吸収目的でタンタル電解コンデ
ンサの 1/10 の静電容量で同等の性能を発揮することが判っている。 
 表 3-1 は本イノベーションによって創られた製品と、市場を奪おうとするコンデンサの
特長を整理したもので、タンタル電解コンデンサやセラミックコンデンサの代替として破
壊的イノベーションの市場を拡大しようと考えている。 
 
 
 
 
図 3-2 新たな製品と他種コンデンサの性能比較 
 
 
出所：M 社ウエブサイト 
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3-1-2 破壊的イノベーションとした理由 
 
従来のフィルムコンデンサは、購入した誘電体フィルムに真空蒸着により電極を形成し、
それを巻き取ったものである。そして、その両端に溶解した金属を吹き付けるメタリコン工
法により、薄膜電極にリード線を接続し、回路への組み込みを可能にしている。誘電体の温
度特性が良いため、温度による容量変化が少なく高精度を要求する回路に用いることがで
きる。しかし、フィルムコンデンサは製造コストが高いことが欠点である。 
両社の製品は既存製品が持っていた課題を根本から解決しようというものであった。こ
の製品は、真空チャンバーの中で有機物から構成される誘電体層と電極となる金属層を数
千層交互に積み重ねることで造り出される。従来フィルムコンデンサメーカーは誘電体と
なるフィルムを外部から購入していたが、更なる小型化やコストメリットを出すために、こ
の誘電体層を自社内で形成したのである。そして、従来のフィルムでは、厚みは 1μm 近辺
が限界であったのに対し、新たな工法では 0.１μm も可能になる。そうすれば、アルミ電
解コンデンサやタンタル電解コンデンサと同じような市場に採用が可能となる。 
そして、この誘電体は、真空中で誘電体と電極を同時形成させるものであり、これが実現
すれば、新たな領域のコンデンサを製品化することができる画期的な発明であった。両社は
このコンデンサをフィルムコンデンサの特性をもつ新たなジャンルのコンデンサと考えて
いた。そして、この点から両社の製品は破壊的イノベーションと考え本稿の研究対象とした。
図 3-3 は両社が開発した製品（破壊イノベーション）とコンデンサ市場の関係を表す。従来
のフィルムコンデンサでは対応できなかった市場に、この製品を投入することでタンタル
電解コンデンサ市場と従来のフィルムコンデンサ市場への両社の参入が可能となった。 
 
 
表 3-1 コンデンサ特性比較 
 
 
新たなイノベーション タンタル電解コンデンサ セラミックコンデンサ
インピーダンス　　　低い インピーダンス　　　高い インピーダンス　　　低い
温度特性　　　　　　良好 温度特性　　　　　良（フィルムより劣る） 温度特性　　　　　　悪い
極性　　　　　　　　　無し 極性　　　　　　　　　有り 極性　　　　　　　　　無し
漏れ電流　　　　　　少ない 漏れ電流　　　　　　大きい 漏れ電流　　　　　　少ない
ショックノイズ　　　　無し ショックノイズ　　　　無し ショックノイズ　　　　有り
寿命　　　　　　　　　長い 寿命　　　　　　　　　短い（有限） 寿命　　　　　　　　　長い
用途　カップリング、デップリング回路 用途　カップリング、デップリング回路 用途　カップリング、デップリング回路
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3-2 調査実施時期と研究の方法 
 
調査は 2011 年 10 月から 2018 年 12 月にかけて実施した。まず、各社の製品カタログや
ウエブページ情報、新聞記事、製品特許などの調査を行った。続いて、対面型のヒアリング
調査やその後のメールでのやり取りによる聞き取り調査による事実確認調査を複数回行っ
た。そして、その対象者として当時の開発責任者及び課長職レベルの権限や知見がある人物
を選び、その当時の意思決定のプロセスを詳細に聞き取ることにした。そして、調査内容に
正当性を持たせるために各社 2 名以上ヒアリングを実施している。 
まず、先発企業の調査では、M 社の元技術課長の菊地稔氏と品質管理部門の副参事であ
った松尾繁氏に対して 2014 年 8 月 6 日、8 月 19 日及び 2017 年 9 月 12 日の 13：00 から
15:00 の間に各 1 時間のヒアリングを行った。そして再度 2018 年 3 月 5 日 13：00 から
15:00 の間に各 1 時間のヒアリングを行った 
後発企業であるルビコンの調査では、2016 年 8 月 9 日 14：00 から 15：00 と同年 10 月
21 日に当時の開発責任者で副事業部長の木下氏に聞き取り調査を実施した。そして、2017
年 4 月 8 日 15：00~17：00 に技術課長や製造課長を担当した伊藤氏に対して聞き取り調査
を実施した。そして、2017 年 6 月 14 日 14：00 から 15：00 の間に技術本部長の小松氏、
伊藤氏、ルビコン電子専務の座光寺氏に、2017 年 9 月 25 日 11：00~12：00 には伊藤氏に
ヒアリングを行った。そして伊藤氏には再度 2018 年 3 月 22 日 18：00 から 19：00 に聞
き取り調査を実施した。そして、この対象者と聞き取り内容及び調査日時を表 3-2 に示す。 
図 3-3 両社の破壊的イノベーションと市場の関係 
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一般的なヒューリスティックの先行研究では「あなたはどうやって意思決定をしていま
すか」と尋ねても適切な回答が返ってくる保証はないと考えられているので、2 社の行動を
比較しながら過去に下した判断や経験を詳細に聞き取ることでヒューリティックやアンカ
リングが介在していたかを掴む取り組みを行った。そして、開発当時の状況を深くリサーチ
するという目的から、今回実施した聞き取り調査や書面回答のような定性的分析が本稿の
検証には最適であると考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3-2 聞き取り調査内容一覧表 
 
調査日時 社名 相手方氏名 役職 聞き取り調査内容
2014年8月6日　13時～15時 元M社 菊地　稔 課長 汎用品の開発経緯
2014年8月19日　13時～15時 元M社 松尾　繁 副参事 コンデンサ市場転換経緯
2016年8月9日　14時～15時 ルビコン 木下　宜之 副事業部長 PMLCAP®の開発経緯
2016年10月21日　14時～15時 ルビコン 木下　宜之 副事業部長 PMLCAP®の開発経緯
2017年4月8日　15時～17時 ルビコン 伊藤　千治 課長 PMLCAP®の開発経緯
2017年6月14日　14時～15時 ルビコン 小松／伊藤／座光寺 部長／課長／専務 PMLCAP®の開発経緯
2017年9月12日　13時～15時 元M社 菊地　稔／松尾　繁 課長／副参事 フィルムコンンデンサ開発経緯
2017年9月25日　11時～12時 ルビコン 伊藤　千治 課長 PMLCAP®の開発経緯
2018年3月5日　13時～15時 元M社 菊地　稔 課長 プロジェクトの体制づくり
2018年3月5日　13時～15時 元M社 松尾　繁 副参事 プロジェクト業務の進め方
2018年3月22日　18時～19時 ルビコン 伊藤　千治 課長 PMLCAP®プロジェクトの進め方
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第 4 章 破壊的イノベーションに進んだ理由 
 
4-1 フィルムコンデンサが破壊的イノベーションに進んだ理由 
 
両社が新たなフィルムコンデンサにチャレンジしていった理由はフィルムコンデンサ業
界の立ち位置に関係している。図 4-1 は、従来のフィルムコンデンサの市場をセラミックコ
ンデンサが侵食し、フィルムコンデンサはタンタルコンデンサの市場に参入しようとして
いることを示している。フィルムコンデンサはノイズ吸収にすぐれ、多くの家電用電子機器
回路に採用されていた。しかし電子機器のデジタル化が進んでくると市場環境は一変し、セ
ラミックコンデンサがフィルムの市場に侵食してきたのである。 
フィルムコンデンサは誘電体の比誘電率が他のコンデンサより低く、形状的に大きくな
り、回路に実装する上で不利であった。しかし、耐電圧的には優れており、高電圧にも対応
していた。電圧的には数ボルトから数千ボルトに対応可能である。静電容量は誘電体の厚み
に反比例するので、耐圧が許す限り誘電体の厚みを薄くしていけば小型のコンデンサを作
ることができる。しかし、多くのフィルムコンデンサメーカーは誘電体供給をベンダーに頼
っているため、薄くても 1μm 近辺が限界であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-1 各種コンデンサの勢力範囲拡大動向 
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他方、セラミックコンデンサは誘電体として高誘電率のセラミックを使用している。その
ため、小型で熱に強く、デジタル機器や通信機器に多く使われている。セラミックコンデン
サは自身が持つ特性を生かし、フィルムコンデンサやアルミ電解コンデンサの市場を奪っ
たのである。セラミックコンデンサは、低い静電容量ではコストも安く、形状も小さいため、
デジタル機器などの低電圧回路に用いられるようになった。従って、 現在ではモバイル機
器、電子機器では主流のコンデンサといえる。逆にセラミックコンデンサのウイークポイン
トは、温度特性や直流電圧特性の存在や素子割れなどが挙げられる。 
 そのような市場環境下で、フィルムコンデンサ企業が目を付けたのがタンタル電解コン
デンサの市場である。タンタル電解コンデンサとは陽極となるタンタル金属粉の焼結体の
表面に五酸化タンタルを誘電体として形成させ、電解質として二酸化マンガンを用いたコ
ンデンサである。 タンタル電解コンデンサはアルミ電解コンデンサと比べると、小型で周
波数特性に優れ寿命が長いという特徴がある。また、このコンデンサはアルミ電解コンデン
サと同様に極性を持ち、故障時はショートモードになるという欠点もあった。そして、タン
タル自体がレアメタルの一つであり、市場価格の高騰や供給量不安も抱えており、M 社は
タンタル電解コンデンサの事業を他社に譲渡している10。 
フィルムコンデンサのウイークポイントは、誘電体材料の誘電率が低いことから形状が
他のコンデンサより大きくなり、また、製品原価も物によってはフィルムなどの材料費が
50％以上に達しており、コストを下げるには材料費を抑えるしかないほど成熟した製品で
あった。しかし、アルミ電解やタンタル電解コンデンサの様に故障時ショートモードになら
ないという使用上のメリットもある。 
図 4-2 はフィルムコンデンサと他のコンデンサの特徴が比較できるように一覧化したも
のである。小形化とは姿・形が小さいことを示し、周波数特性・温度特性・高電圧・高容量
（静電容量）はコンデンサに求められる電気特性を表している。また、長寿命はコンデンサ
のライフタイムを表しており、これが長いほど長寿命で良い。価格／容量は単位静電容量あ
たりの製品価格であり、安価な方が良い。形状（小型化）と価格以外の電気特性はフィルム
コンデンサが優位である。言い換えれば、この二つのウイークポイントを克服すればフィル
ムコンデンサは市場拡大が見込めるのでる。 
特にタンタル電解コンデンサと比較すると、既存のフィルムコンデンサは小型化と価格
では不利であるが、高周波回路に使われる場合の周波数特性、高電圧、部品の寿命面で大き
くリードしており、高温から低温までの使用雰囲気に対する温度特性や高容量化も全く問
題ないレベルの特性である。写真 4-1 はケメット社が製造しているチップ型のタンタル電
解コンデンサの外観である。 
 
 
 
 
 
 
10  ニチコン㈱79 期有価証券報告書によると、平成 16 年 3 月 ニチコンは当時の中国天
津にある日系企業のタンタル電解コンデンサ事業買収に合意した。 
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図 4-2 フィルムコンデンサの特徴と他のコンデンサとの比較 
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出所：ケメットウエブサイト 
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4-2 本稿の先発・後発企業の比較 
 
表 4-1 は各社 HP データと聞き取り調査を基に作成したもので、先発企業の M 社と後発
企業のルビコンの会社規模とイノベーションの成否への影響を比較したものである。また、
言い換えれば組織スラックの比較と捉えることができる。M 社とルビコンを比較すると、
経営資源的には大企業の M 社が優位となっている。M 社の資本金は 7 兆 5,537 億円と大企
業である。他方、ルビコンの資本金は 3 億 9,600 万円であり、中小企業庁の中小企業の定義
には該当せず大企業とみなされるが、規模的には圧倒的に M 社が大きい。また、営業キャ
ッシュフローと投資キャッシュフローの和であるフリーキャッシュフローが会社の経営状
態の良し悪しを示す指標であるが、M 社では戦略投資を除いたフリーキャッシュフローを
1,500 億円と公表していたが、実績値は 1,903 億円とおおきく上積みした。そして、今後も
1,500 億円という水準は常に意識して活動すると公表している。他方、後発企業のキャッシ
ュフローは非開示であるが、先発ほど大きくはない。 
そして、この表から組織スラックに大きな差異があり、社員数、資金、本イノベーション
における技術蓄積すべてにおいて M 社優位であり、且つ、M 社はルビコンが参入した時点
ですでに先行企業として製品をリリースしていた。イノベーションに係る技術も M 社は自
前で調達することができた。また、市場もフィルムコンデンサの世界シェア No1 であり、
彼らの行動が No2 以下の企業に大きな影響をもたらす。技術力さえあれば No2 の座を狙っ
て同じジャンルの製品を出したいと考えていた企業もあった11 。 
そして、M 社の規模から、本イノベーションの成否が企業の存続に影響するとは言い難
く、他方、ルビコンの規模では、数十億規模の投資の成否によっては既存事業にまで影響す
るといっても過言ではない。したがって、ルビコンでは新製品を開発し市場投入するという
ミッションに会社の将来や発展への期待もかかっていたといえる。 そして、このようなバ
ックグランドの違いが両社の行動に差異をもたらしたとも考えられるのではなかろうか。  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
11 M 社がこの製品を開発後、類似特許が他社からも提出されている。 
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第 5 章 破壊的イノベーションにおける先発企業の事例 
 
5-1 M 社の事例 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4-1 会社規模とイノベーションの影響 
 
M社 ルビコン
豊富（社員総数 249,520人） 不足（社員総数 3,000人）
大（資本金　2,587億円） 中（資本金　3億9,600万円）
　
M社は戦略投資を除くキャッシュフロー
を1500億円以上にすることを意識している
統合的（グループ内で対応） 社外組織を活用
グループの他事業部を活用 特許ライセンス：USA S社と契約
自社にないものを他社から導入
狭幅、小型 広幅、大型　～中型へ徐々に転換生産装置構成
イノベーションの成否
本テーマが不成功でも会社全体
に大きな影響を与えない
会社存続にまで影響する
フリーキャッシュフロー 1,903億円 非開示
(但し、戦略投資を除くCF）
技術の導入
経営資源（社内人材）
経営資源（資本力）
売上高(2016年3月） 7兆5,537億円 655億円
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第 5 章 破壊的イノベーションにおける先発企業の事例 
 
5-1 M 社の事例 
 
5-1-1 従来の製品開発実態 
 
従来のフィルムコンデンサの製品開発実態を明らかにするために、元 M 社でフィルムコ
ンデンサの開発主担当であった菊地稔氏と松尾繁氏に当時の状況をお聞きした12。菊地によ
ると、コンデンサ企業の収益は多量の品種を効率良く生産することで得られると言ってい
る。つまり、規模の経済による効果を狙っていたのである。そのため、多くの企業は自社製
品がデファクト・スタンダードになるような取組みを行っていた。 
そして、顧客要望を満足するために容量や端子形状を組み合わせた多品種をラインナッ
プする必要があった。しかし種類が多すぎると生産工程のロスが大きくなり生産性が悪く
なる。このような課題を解決し、且つ、高品質のコンデンサを供給するために ECQ-V とい
う商品を開発した。この商品は、従来のコンデンサはコンデンサ素子を 1 個ないし複数個
巻き取る工法に対し、500mm 幅のフィルムを平らな板に巻き取り、その後、その巻き取っ
た反物を切断することで、一度に数千~数万このコンデンサを作ることが出来る工法であっ
た。そして、静電容量により切断幅を変えることにより多品種にも対応することができた。
写真 5-1 は広幅に巻き取った素子板とそれを切断した写真である。また、写真 5-2 はコンデ
ンサ素子に端子や外装を施し完成品にした場合の写真である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
12 2014 年 8 月 6 日 ヒアリング実施 
写真 5-1  ECQ-V の素子板と切断素子写真 
 
出所：M 社／事業部会社ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ AUG1999 版 
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このコンデンサは当時の M 社の主力製品となり、市場規模も大きくなり利益率 20％以上
の稼ぎ頭になったとお聞きした。しかし、このコンデンサが高利益率を達成するまでには 10
年以上の歳月を要したのである。その理由は、長い開発期間と市場での認知期間が必要であ
ったからである。ECQ-V は昭和 49 年頃開発に着手し、市場にだしたのは昭和 54 年ごろで
ある。当初は品質的課題も多く、販売も伸び悩んでいた。販売を続けながら課題を一歩ずつ
解決していく日が続いた。特に tanδ特性が安定しない問題には、菊地や松尾は相当苦しめ
られていた。 
 この課題を解決したのが IMM という蒸着構造である。IMM とは蒸着工程において絶縁
マージン部を作るのだが、絶縁マージンの内側にもう一本のマージンを追加することによ
り後工程の引出し電極と蒸着金属の結合を強化し、且つ絶縁性も確保するという工法であ
る。これらの工法改善や誘電体フィルムメーカーからの薄膜材料供給、市場環境面では当時
VHS レコーダーの登場と爆発的発展により ECQ-V は市場の中心となったのである13。 
 
13 松尾によると ECQ-V は商品のシリーズ化と性能によりアルミ電解コンデンサの市場を奪っ
たと言っている。合わせて、自動挿入機の発展が ECQ-V の発展に寄与したとも述べている。 
写真 5-2 ＴＦコンデンサ ECQ-V 
 
出所：M 社／事業部会社ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ AUG1999 版 
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こうして、ECQ-V はデファクト・スタンダードとして認知されることになり、以降数 10
年にわたり会社に大きな利益をもたらした。しかし、この ECQ-V も利益が出だしたのは開
発から約 10 年後の 1980 年代のことである。デファクト・スタンダード化になるまで、ま
た、それを開発するには多くの年月や投資が必要だったということは言うまでもない。 
菊地らは「この製品で利益が出せたのは生産技術力の向上があったからである。」と語っ
ている。それは、この製品が利益を出せるようになるまでには製造工程上大きな課題に直面
していたからである。当初は規格品ということで大量生産に適した生産ライン（生産設備）
を導入していた。この生産ライン 1 台で 1 ｹ月あたり数千万個の生産が可能となるような戦
艦大和的な生産システムを構築した。しかし実際にはトラブルによる稼働率低下や、品種構
成の変化により想定したフル能力を発揮させることが難しい状況であった。ラインの一部
が故障した場合や、一時的に停止しただけで、数千万個の能力をもつライン全体の稼働を落
とすからである。 
そこで、考え出したのが 1 台当たりの生産量は 500 万個くらいだが、フレキシブルな対
応ができる小型生産ラインを考えたのである。この小型生産ラインをFAMMラインと呼び、
この FAMM ラインを数 10 台そろえることで、顧客のニーズの変化や設備トラブルに柔軟
に対応することができたのである。また、小型ラインの場合、コンデンサ 1 個あたりの設備
費は計算上若干割高となるが、投資が段階的にできるというメリットがある。大きな戦艦大
和的な生産ラインを作る場合、数十億単位の投資を考える必要があるが、小型ラインだと大
凡 10 分の 1 単位で投資計画が可能となる。 
この失敗事例・成功事例が、M 社のフィルムコンデンサ事業部にとって後々の意思決定
に影響を及ぼすようなアンカリング効果を植え付けていた。そして次に、菊地は当時を振り
返り、「ECQ-V が日の目を見た後の利益率は 20％を超えることもあった。そして、この成
功体験をもとに、セラミックコンデンサの市場に領域を広げるためにチップ型のフィルム
コンデンサの開発に着手した」と語っている。この製品は、誘電体として PPS や PEN と
いった従来の PET より高耐熱材料を用いることでプリント基板への面実装を可能にしたコ
ンデンサである。ECQ-V と同じ積層型のコンデンサであるが、新たな製造方法を開発し、
オンリーワンの物造り、製品として市場に出したのである。この製品は PPS フィルムに電
極となる金属膜を形成し、その後の積層工程を経て積層後にキュービック状に切断するも
のである。そして、ECQ-V とは違い無外装で耐湿を保証する画期的なものであった。 
この面実装可能なチップ型フィルムコンデンサを ECH-U と呼ぶが、このコンデンサも
一時は特性の良さから月産 1 億 5 千万個以上の生産を行った品種である。物造りのコンセ
プトは ECQ-V で培った積層技術を応用し、新たな材料と加工方法を採用することにより、
当時の M 社の中では成功モデルであった。そして、この製品（ECH-U）は 1990 年代に携
帯電話などに採用され、利益率も一時は 40％以上を稼ぎ出す同社のヒット製品の一つとな
った14。 
 
 
 
14 同社では、このコンデンサの生産能力を増強し、月産 2 億個の能力を持たせるまでに拡
大していった。 
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5-1-2 新たなジャンルのコンデンサ開発プロセス 
 
1990 年当時の M 社のフィルムコンデンサ部門は世界一のシェアを誇っていた。しかし、
フィルムコンデンサを製造する同業他社の脅威もあるが、セラミックコンデンサがフィル
ム市場を侵食することを懸念していた。フィルムコンデンサ開発責任者であった菊地は、
「当時の M 社が新たなイノベーションの対象として着目したのが、タンタル電解コンデン
サの市場に侵攻でき、且つ、セラミックコンデンサの脅威に対抗できる製品、これを市場に
リリースすることである」と語っている。 
また、このような危機感を感じていた同時期に GE 出身で米国スペクトラム社（現シグマ
社）に所属する人物から新たな概念のコンデンサの情報も入手していた。しかし、M 社は
スペクトラム社からライセンス契約すること無しに M 社独自開発の道を選んだ。それは社
内にスペクトラムに対抗できるだけの要素技術を保有しており、高額のライセンス契約は
不要と考えたからである 。 
そして、M 社は当面ターゲットとするタンタルコンデンサの容量範囲は 105～106（1μ
F～10μF）であるが、自社の知見からフィルムコンデンサは電解コンデンサと比べると、
1 クラス小さくても同じくらいのノイズ吸収性を持っていると思っていた。そして今回開発
するコンデンサなら 105 までの容量で対抗できると考えた15。105 以下をターゲットとした
のには更に数点の理由があった。M 社ではこの製品を開発するにあたり、100ｍｍ幅くらい
の実験機を準備し技術蓄積をしていた。その中の知見で、105 よりも大容量になれば製品歩
留（良品率）が大幅に低下することと、面積生産性も大幅に低下することが判っていた。ま
た成膜装置以外の加工装置、検査装置も既存の装置が使えるという経済性からも 105 以下
にした。併せて、以前にコンデンサを量産化したときの経験がアンカリング効果として社内
に残っていた。 
M 社はこの製品を ECP-U と名付け、これを量産化するときに、500mm の広幅で大量生
産が可能な装置にするか、150mm 程度の狭幅で作るかという論議になった。一部の研究所
では将来の品種拡大や生産量から広い幅にチャレンジするべきという意見もでたが、結果
的には事業推進部門からの意見で 150mm 程度の狭幅で決着した。 
図 5-1 は 150 ㎜幅のシート状のコンデンサ素子板から取れるコンデンサの数量を示した
ものである。3216 形状（3.2mmｘ1.6mm）105 の場合、1 枚のシートから取れるコンデン
サの数量は約 4100 個。1 台の装置でこの素子板が 19 枚取れるとすると、大凡 78,000 個も
コンデンサを製造できる。5750 形状（5.7mmｘ5.0mm）106 の場合、1 枚のシートから取
れるコンデンサの数量は約 760 個。1 台の装置でこの素子板が 19 枚取れるとすると、大凡
14,440 個と大幅に少なくなってしまう。 
このように、大きいサイズのコンデンサを作るにはシートの幅がネックとなるが、技術的
に 500 幅以上のシートを作る難易度も高くなる。そして、この広幅という課題をクリアす
 
15 菊地によると、フィルムコンデンサのノイズ吸収性や温度特性、長期間の使用でも容量
変化が少ないことから、電解コンデンサより小さい容量でも同等の働きをさせると考えて
いた。そして電解コンデンサの 1 種であるタンタルコンデンサにも同じことがいえると考
えていた。 
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るだけでも開発日程がずれ込む恐れがあった。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
結果的に前述の理由から、技術的難易度、日程、生産性を考慮して、静電容量 105 以下
（容量 1μF、形状 3225 形状以下）のコンデンサを 1999 年に市場投入することができた。   
図 5-2 に市場投入した ECP-U の容量範囲を示す。これは M 社ウエブサイトの情報を
基に作成したものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-1 150mm 幅シートから取れるコンデンサ数量 
 
約150ｍｍ
3216形状約4100個
150mm 蒸着シート
図 5-2 M 社 ECP-U(A)の静電容量範囲 
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そして、図 5-3 は破壊的イノベーションで造り出された ECP-U（A）とタンタルコンデ
ンサの特性を比較したものである。レーダーチャートの数値が大きい（max 5）と性能が優
れており、小さい（min 1）と性能が劣る。比較した特性は、周波数特性・ESR（直列透過
抵抗）16・温度特性17・ひずみ率18・容量範囲・容量許容差（容量精度）である。そして、コ
ンデンサの容量範囲以外は新たに開発した製品の方が優れていると M 社は考えていた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
次にこのコンセプトによって構築された装置を図 5-４に示す。これは M 社特許およびヒ
アリングを基に作成したもので、宇宙船のような真空チャンバーには誘電体蒸発器や硬化
器、電極金属のアルミ蒸発器等が配置されている。そして真空チャンバー内には回転可能な
円柱状のドラムが配置されている。誘電体となるモノマーを誘電体蒸発器で蒸発させ、回転
する円柱状のドラムに吹き付ける。そして、そのモノマーを硬化させたることで誘電体膜が
形成される。そしてその後、コンデンサとして必要となるマージンを形成19し、その後直下
にあるからアルミ蒸発器で気化したアルミニュウムを蒸着することでコンデンサの誘電体
シート 1 層分が出来上がる。この動作を数千層繰り返すことでコンデンサ素子板が完成す
 
16 フィルムコンデンサは ESR が低いため、ノイズ吸収性が高い。 
17 温度特性が安定しているため、セットの回路動作が安定。 
18 セラミックコンデンサ（Ｂ特性）、タンタルコンデンサに比べて、ひずみ・ノイズレベ
ルが低く、セットの高音質化が可能と考えている。 
19 コンデンサは電極引き出しと反対側にマージンという絶縁部を設ける。 
図 5-3 破壊的イノベーションで造り出された製品と既存製品の比較 
 
 
出所：M 社ウエブサイト 
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る。 
この成膜装置は 104 から 105 までの静電容量に対応している。また、104 以下の静電容
量（103～683）については、M 社は ECH-U という品種をラインナップしている。形状的
には従来のフィルムを使った製品なので ECP-U より形状は大きくなるが、静電容量的には
カバーできると考えたのである。 
筆者の調査によると、M 社の特許からこの破壊的のベーションの開発状況を推測すると、
先ず、1992 年に積層フィルムコンデンサ用積層体という発明で特許が公開されてから 2001
年までに 40 件の特許が公開されており、この期間この製品に注力していたことがうかがえ
る。 そしてその後、このイノベーションに関する特許は発見できていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そして、最初に市場に出した製品を STEP1 と呼び、次の開発目標（STEP2）立て進めて
いった。STEP2 では耐熱性や容量精度向上に加え容量範囲拡大も目指し経営資源を投入し
たのである。STEP1 の誘電体では吸水率も高く、容量精度の向上や耐熱性も 105℃にする
のは困難じゃないかという意見もあり、新たな STEP2 プロジェクトを作り、新たな誘電体
材料を一から開発することになった。菊地は STEP1 の開発・増産と平行して STEP2 を新
たに開発することで新たな資源を投入したと語っている。 
しかし、新材料の開発難易度は高く、多くの経営資源を投入したが、このプロジェクトは
予定通りに進まなかった。最終的には、この STEP2 の製品を ECP-U(B)というシリーズで
市場投入し、耐熱は 85℃から 105℃に引き上げることと、容量精度は向上ができたが、容
量拡大は対応できず、コスト面や生産性から顧客が限定され、現時点では生産を中止してい
図 5-４ M 社の成膜装置 
 
 
アルミ蒸着
誘電体蒸着
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る。さらに付け加えると大容量品はSTEP2で耐熱性と合わせて製品化しようとしたのだが、
104 未満の小容量品は既存の製品である ECH-U という品種があるため手つかずであった。
しかし、この品種は既存の PPS フィルムを使った製品であり、形状的にも新たなイノベー
ションの製品静電容量 104 と既存製品の 101 が同サイズであった 。 
 そして、本イノベーションが事業部の経営に如何に影響を及ぼしたか、ヒアリング内容を
整理する。ヒアリングの結果、当初は本製品による事業の伸びを毎年 5％～10％の増収があ
ると考えていた。しかし、結果は最大時でも 5%程度であり、現在では 1％以下となってい
る。 
 
5-1-3 破壊的イノベーションの開発体制 
 
 組織体制はプロジェクト体制を取っていた。大企業組織である M 社の組織運営形態では、
リーダーは関連部門との協議が大きな任務である。今回のコンデンサ開発は全社の研究部
門を巻き込んだプロジェクトである。そのため、協議や調整といったオーガナイゼーション
は必要不可欠である。また、大企業では決められた年内に一定の成果をださなければ、その
プロジェクトを継続していくことはできない。開発リーダーには時間的制約も大きな重荷
となっていた。図 5-5 は M 社の開発体制（イノベーションのスタイル）を図示したもので
ある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 事業部と社内グループ内の各研究所とのやり取りはコーディネーター役のサブ 7 リーダ
ーが存在し、プロジェクトリーダーが部下であるコーディネーターを使い開発を進めてい
図 5-5 M 社のイノベーションスタイル 
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く体制である。M 社の場合、社内研究所の力も強く個々の技術は高いものがあるが、工法、
装置、分析の 3 部門をまとめていくには、各コーディネーターやプロジェクトリーダーに
調整業務が要求される。 各研究所は独立採算という立場にあり、同じプロジェクトに参加
しているのだが、各研究所は各々成果を出す必要があり、各研究所から派遣されたプロジェ
クトメンバーは研究所の責任者からの指示も受けながら業務を進めている。 
 また営業部門との係りは 2000 年代に入ると、当時の M 社の営業体制は、営業担当は売
りやすいものを売るほうが自身の成果につながり、また、フィルムコンデンサ以外の部品も
担当する場合があった。たとえ社運をかけた製品でも、クレームやコスト問題が伴う新製品
販売には抵抗もあったと、プロジェクト内の担当者は考えていた。 
図 5-6 は当該プロジェクトと営業部門や顧客との関係を図示したものである。事業部制
の時代は専属の営業部が組織の中に加えられていたが、本図に示すように 2000 年代には別
組織へと変遷していっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
5-2 小括 
 
先発企業の M 社の破壊的イノベーションは、ECQ-V の小型設備の成功事例を念頭にお
き、ECH-U の既存製品や設備を活用することから製品開発が進められていった。その過程
では、プロジェクトの早期達成という観点もプロジェクトを遂行する上での大きな要素で
ある。 
破壊的イノベーションの ECP-U は静電容量を 104～105 と限定し、電圧も 10V と 16V
とすることで開発期間を短縮し、且つ、設備も小型設備で量産を開始した。そして 104～105
以外の静電容量や 16V を超える電圧については ECH-U などの他品種で対応した。この方
針決定には社内の意思統一が不可欠であり、各組織の利害や思惑が絡み合う事で顧客の要
望を取り入れにくい組織構造となっていた。開発組織や営業との関係も大組織の社内プロ
ジェクトの集合体であるから内部調整にも時間がかかり、プロジェクトの遂行に影響を及
ぼしている。また、収益の伸びも当初想定を大きく下回る結果となった。 
 
図 5-6 プロジェクトと営業・顧客との関係 
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第 6 章 破壊的イノベーションにおける後発企業の事例 
 
6-1 ルビコンの事例 
 
6-1-1 ルビコンのフィルムコンデンサ事業 
 
 ルビコンはアルミ電解コンデンサをメインに製造している企業で、フィルムコンデンサ
はグループ会社のルビコン電子で製造していた。ルビコンの電解コンデンサは使用される
機器によっては大きな競争力とシェアを誇っており、それが事業の柱になっている。他方、
フィルムコンデンサは積層型での製造実績はあったものの、面実装型の製造実績はなかっ
た。 
そして、2000 年当時のルビコンはアルミ電解コンデンサの将来性やフィルムコンデンサ
の将来性などを踏まえ、今後の事業をどう展開するかという判断の時期に来ていた。その当
時、M 社は ECP-U(A)の量産化を発表しフィルムコンデンサ業界は新たなイノベーション
に興味を示していた。そこに、米国シグマ社が全く新しいフィルムコンデンサの製造方法に
関するライセンス供与を持ち掛けてきたのである。シグマ社は自社の特許や実際に自社で
作った製品を基にこの製品の優位性や先進性を説明した。そして先行企業も開発に成功し、
特許も入手できることから実現性は高いと感じていた。 
元ルビコンの木下氏によると、この製品はルビコンには無い技術から成り立っており、今
後の将来性も不透明であることから反対意見もあったが、この特許の使用権をシグマ社か
ら取得し、イノベーションを進めることになる。そして、経営陣は木下をこの事業の責任者
に据えた。 
 
6-1-2 新たなジャンルのコンデンサ開発プロセス 
 
ルビコンは先発企業 M 社と同じ容量範囲で良いかということをプロジェクト内で検討し
た。その結果、コンデンサを販売する場合、大きい容量も同じ品番でカバーしていた方が有
利であると考えた。例えば 102~104 の容量は A という品種。105~106 の容量は B という
品種といったように、製造側の都合で分けるより、102~106 の容量すべて A という品種の
コンデンサで対応できますと言った方が顧客に対して解りやすいと考えたのだ。 
また、M 社の ECP-U(A)が 105 より大きい容量を同品種でライナップされていない事や
営業部の大容量化の要望を取り入れ、先ずは 105 より大きいタンタル電解コンデンサ領域
のクラス（容量）を開発することに決めた。従来のフィルムコンデンサよりも、飛躍的に誘
電体の薄膜化が図れる本製法の性質から大容量品の開発は充分可能であり、かつ先発企業
と競合しない自社特有の新商品を開発することによって、周辺事情に左右されることなく
自社で価格を決められると考えたからだ。 
実際にこの製品を市場に出す前には、プロジェクト内で方針について右往左往していた。
それは、この製品は誰が買ってくれて、どのような使い道があるかプロジェクト内で明確に
なっていなかったからである。しかし、大きいサイズのコンデンサを製造するという考えは、
シグマ社が推奨する工法と合致するものであり、M 社の考えとは大きく異なっていた。彼
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らは生産性やコストを優先し、素子板の幅も 500mm から 600mm 程度の広幅を前提とし
た。この工法と設備であれば、1 枚のシートから取れるコンデンサの数量は M 社とくらべ
4~5 倍の生産能力となる。しかし、上手くできれば製品歩留や生産性は高いが、膜厚の均一
性など難易度も高いものだった。 
この課題の克服に対し、彼らはシグマ社の技術に 100％満足しているわけではなかった。
特に誘電体となるモノマーはコンデンサの特性を決定する重要な物であるが、誘電率や tan
δのような電気特性以外にも、蒸気化のしやすさや硬化なども重要な要素である。そして最
終的にはコンデンサの特性を他社と比べ同等以上になるかという点が開発ポイントとなっ
ていた。そして、ある程度開発が進捗した時点で先発企業の製品との差を解消できないこと
から同社の技術に限界を感じ、あとは、日本での自社開発に移行していった。木下らは、こ
の時、舵の切り替えができたのはプロジェクトの遂行というよりも事業を如何に継続して
いくかという事を優先させたと語っている。誘電体を開発途中で変えることはプロジェク
トとしては遠回りになり、一からスタートすることと同じだが、ここで変えるしかないと考
えたのである。 
木下氏を中心とするプロジェクトメンバーは、自社に不足している技術情報を共有した
上で、外部の技術も可能な限り積極的に取り入れながら開発を進めた。木下はこの時の決断
を、「プロジェクトの遂行という事ではなく、この事業を継続していくことを念頭に置いた
ものだ」と語っている。そして、「会社幹部もこの事業の推進に理解してくれ、すべてを任
されていた」と付け加えている。また、技術本部長の小松氏はこの時のプロジェクトを俯瞰
してみると「目的や行動も右往左往しながら進めていた」と語っている。これらの点から、
会社経営側もすぐに利益を出すのではなく、ある程度の余裕を認めていたことが判る。 
そしてこの時から、誘電体材料もシグマ社が推奨するものから自社開発へと切り替えた
のである。それは、シグマ社の推奨する誘電体では自分たちが目指す製品の仕様を十分に満
足しないことが解ってきたからである。図 6-1 は 600 ㎜幅のシート状のコンデンサ素子板
から取れるコンデンサの数量を示したものである。3216 形状（3.2mmｘ1.6mm）105 の場
合、1枚のシートから取れるコンデンサの数量は約 416,000個。5750形状（5.7mmｘ5.0mm）
106 の場合、1 枚のシートから取れるコンデンサの数量は約 77,000 個で M 社より 5 倍の生
産能力がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
46 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そして、M 社に遅れること 7 年、2006 年 4 月に新型フィルムコンデンサ PMLCAP®を
上市する20。しかし、ルビコンは 7 年も遅れて市場投入したにも関わらず、図 6-2 の静電容
量範囲に示されているように先発企業のそれより遥かに多い。 
図 6-2 はルビコンのウエブサイトを基に作成したもので、ルビコンが開発した製品の容
量範囲を示し、図 5-4 の M 社の製品の容量範囲と比べると、電圧・静電容量ともに圧倒的
に幅広いものとなっている。そして、図 6-3 は破壊的イノベーションで造り出された
PMLCAP®とタンタル電解コンデンサの特性を比較したものである。タンタルコンデンサ
の容量範囲を意識して開発したため容量範囲もタンタル電解コンデンサと同等となってい
るが、周波数特性、ESR、ひずみ特性はタンタルのそれを上回っている。 
開発当初難易度の高い広幅製膜にチャレンジし、それが成功すると、小型化は比較的簡単
だった。新しく開発されたコンデンサの物造りは、素子シートができれば、あとは小辺に切
断するだけなので、設備投資さえすれば幾らでも品種対応が可能になるからである。 
次に、ルビコンは小さい素子に対応するために 300mm 幅の素子シートを作る成膜装置
を開発した。ここにも 600mm 幅の知見が生かされ短期間に装置開発を終えることができ
た。そして、面実装品だけではなくリード線付きのコンデンサも開発し、後発不利の状況か
ら逆に有利な状況に転換している。 
 
20 2006 年に生産設備を日本国内に移管し、顧客にサンプル出荷を開始し、2010 年に量産
を開始した。 
図 6-1 600mm 幅シートから取れるコンデンサ数量 
 
約3700ｍｍ
3216形状約416,000個
600mm 蒸着シート
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現在、同社は 101 から 226 までの静電容量を品揃えし、M 社の 104 から 105 と比べ、
1/1000 から 20 倍以上の静電容量に対応している。また、ルビコンは静電容量範囲を広げる
だけでなく、耐熱性も重視していた。原材料自体の耐熱特性を利用して、最終的には-55℃
から 125℃の使用温度範囲を実現している。「自分たちがトライしているイノベーションが
持つ可能性や限界点を、常に意識しながら開発を進めた結果ではないか」と木下は語ってい
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-2 ルビコンの PMLCAP®静電容量範囲 
 
出所：R 社ウエブサイトを基に筆者作成 
図 6-3 破壊的イノベーションで造り出された製品と既存製品の比較 
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ルビコンの広幅成膜コンセプトによって構築された装置を図 6-4 に示す。この図は特許
およびヒアリングを基に作成した。このルビコンの装置は 101 から 226 までの静電容量に
対応し、松下電器の 104 から 105 にくらべ、1/1000 から 20 倍以上の静電容量に対応して
いる。ルビコンの製造装置も形状的には他社と差異はあるが基本構成はほぼ同じである。し
かしその成膜幅は 600mm と圧倒的に広く、この広幅で精度よく薄膜を作る技術を付加し
ている21。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらにルビコンではこの広幅成膜技術を活用し、低容量小型品用として新たに 300mm 幅
の装置を開発し、機種切り替えがフレキシブルにできる装置を開発した。これにより、
226(26μF)の大容量から 101(0.0001μF)の低容量までをラインナップさせることに成功し
たのである。また、ルビコンは静電容量範囲を広げるだけでなく、耐熱性も重視していた。
先発企業は STEP2 という取り組みで新たな樹脂を開発し、その樹脂で使用温度 105℃を実
現しようとした。 
木下は市場に販売された先発企業の ECP-U(B)を購入し、徹底的に STEP2 を評価した。
しかし、この新たな樹脂でも自分達の考える仕様には不十分と考えた。そこで、新たな戦略
を考えたのである。ルビコンの PMLCAP®に用いる誘電体樹脂と M 社の ECP-U(A)いわゆ
る STEP1 に用いる誘電体樹脂は大差ないものだった。通常に考えるとルビコンも新たな誘
電体材料を開発しなければならないのだが、当時は 600mm 幅の装置 1 台と簡単な実験機
しか持っておらず、他の誘電体を 1 台の量産装置で使うのは避けたいと考えた。そして、人
員的にも新たな誘電体樹脂を開発する余力を持っていなかった。 
そこで、目を付けたのが「既存の誘電体樹脂の能力をフルに発揮させるにはどうしたらよ
 
21 コンデンサの容量精度は誘電体厚みに反比例し、膜厚を均一化することで容量精度も良
くなる。 
図 6-4 ルビコンの成膜製造装置 
 
誘電体蒸発器
アルミ蒸着
誘電体硬化
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いか」ということだった。この樹脂自体は耐熱性があることを判っていたので、使用温度
105℃を耐えうるための工程条件を模索したのである。単純に材料を替えるという発想では
なく、材料のポテンシャルは高いと感じていたことから、その限界を追及するという木下の
作戦が見事成功したのである。そして最終的には-55℃から 125℃の使用温度範囲を実現し
た22。 
写真 6-1 は PMLCAP®の技術を流用し、エポキシ樹脂で外装したリード線付きのコンデ
ンサ(LDT タイプ)である。顧客のニーズにより色々なタイプを造り出している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 また、筆者の調査によると、ルビコンからは、この製品の関連特許を 2006 年から 2017
年まで 10 件の特許公開が行われている。特許公開件数とその時期から、先発企業は 2001
年前後までは後発企業より開発が進んでいたが、それ以降は、特許的には後発企業の開発の
方が進んだと推測する。 
そして、ルビコンが開発した PMLCAP®は、高電圧化や高容量化により自動車や産業用
の分野にも進出できる可能性がある。Delphi Technologies は、米スタートアップ
PolyCharge America に投資すると発表した。PolyCharge は、ルビコンが採用いている
PML の技術を使いハイパワーインバーターの小型・軽量化、高耐熱化を実現するとアナウ
ンスしている23。写真 6-2 は PML 技術を活用した大型のコンデンサ写真と、製造設備の構
成である。 
 
 
 
 
 
 
22 容量精度は、J 品(±5％)は実現できなかったが、K 品（±10％）を実現し、ECP-U(A)
の M 品（±20％）より大幅に向上させている。 
 
23 Delphi Technologies 社ウエブサイトおよびシグマ社ウエブサイト 
写真 6-1 ルビコン LDT タイプのコンデンサ 
 
出所：ルビコン LDT シリーズカタログ 
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 ルビコンが開発した PMLCAP®は米航空宇宙局(NASA)の宇宙探査機「インサイト」にも
搭載された。信濃毎日新聞によると、NASA は「インサイト」が現地時間 2018 年 11 月 26
日午後に火星表面に着陸したと発表した。この「インサイト」にはルビコンが供給した
PMLCAP®が使われ、火星の地震を調査する地震計に採用されたと伝えている。性能と容量
が同じ同社の主力フィルムコンデンサと比べ 10 分の 1 のサイズで、地震計から出るノイズ
を抑え、地震の波形を正確に捉えられるという。そして、125℃からマイナス 55℃という厳
しい環境でも性能を発揮するという点が NASA に評価された点である24。 
 そして、経営的には、このイノベーションにより当該事業部の売り上げに対し 40%以上
を占めるほど成長し、同社の増収増益に貢献している。 
 
 
 
24 参考資料として 2018 年 11 月 27 日信濃毎日新聞記事を添付。インサイトの地震計には
8 品種 32 個の PMLCAP®が使われている。 
写真 6-2 PML 技術を活用した大型コンデンサ 
 
 
出所：シグマ社ウエブサイト sigma-technologies.com 
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6-1-3 破壊的イノベーションの開発体制 
 
 この PMLCAP®を製造する技術は M 社の ECPU(A)と同じように真空チャンバーの中で
製造される。そのための要素技術として、真空蒸着、プラズマ、積層技術が必要であるが、
ルビコンにとって全く新しい物造りであるため、社内には専門の技術者は存在しなかった。 
また、このコンデンサはフィルムコンデンサのジャンルに近く、積層フィルムコンデンサの
技術者も不足していたので、この部分はニッセイ電気で積層コンデンサの経験がある伊藤
氏を採用した。そして、伊藤らがゲートキーパーの役目を負い、自社にない部分を他社で補
完したのである。 
そして、M 社より社内資源が少ないルビコンは自社にない部分を他社から効果的に入手
している。PMLCAP®の製品化はシグマ社の装置や工法面の知見では不十分であり、そのシ
グマ社の装置の完成度を高めるために、日本の企業を使い支援させた。また、イノベーショ
ンの成否によっては企業の存続にも影響する中で、失敗を許されないという意識から、全社
を挙げてこのプロジェクトをバックアップした。製品を開発し市場に出した後は、経営陣が
市場投入までの時間軸を理解し、人的資源面では営業の責任者を事業のトップに抜擢した。
これで営業から製造部員末端まで風通しがよくなり、同じ問題意識で解決していくという
組織になったと言っている。 
図 6-5 は前述のルビコンの開発体制（イノベーションのスタイル）を図示したものであ
る。開発の責任は事業部長に任されており、自社に無い設備や工法は事業部の判断で他社を
活用できる状態であった。その点から事業を進めるための自由度は M 社のプロジェクトリ
ーダーより高いと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6-5 ルビコンのイノベーションのスタイル 
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次に、図 6-6 は当該プロジェクトと営業部門や顧客との関係を図示したものである。前述
で説明したように、製品開発に区切りがつくと、組織責任者に営業部門の責任者を抜擢して
いる。このことで顧客との距離が近づき、顧客要望が事業部に入りやすくなり、製品種類の
増加にも繋がった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6-2 小括及び両社の比較 
 
 破壊的イノベーションに後発参入したルビコンにも経路依存が観られた。それは技術の
ベースが特許アライアンス先であるシグマ社に依存していた点である。当初はシグマ社の
推奨する材料や設備で量産化を考え進めたが、結果的には十分満足はできなかった。そこで、
開発体制を日本国内で再構築し自社に無い技術は他社を活用し、また、設備面では他社を活
用しシグマ社が作る設備にも技術的支援を行った。そして開発がひと段落つくと営業と一
体となるような組織に改編し顧客要望を取り入れていった。そして M 社が 1999 年に製造
開始してから 7 年後の 2006 年に PMLCAP®の製造を開始した。そしてその後は、顧客要
望を取り入れ製品容量・電圧範囲を拡大するだけでなく新たな派生モデルも市場に出して
いる。 
 表 6-1 は M 社とルビコンの開発を時系列で表したものである。当初は先発企業の M 社が
優位であった。M 社は 1994 年にはシグマ社前身であるスペクトラム社から新たなコンデ
ンサの情報を得ており、そこから自社開発が始まった。そして、2002 年までは順調で 2001
年には日刊工業 10 大信製品賞を受賞している。とくに特許は 5 章の先発企業の事例調査で
も明らかにしたように、1992 年から 2001 年の間に 40 件の特許が公開されている。 
図 6-6 プロジェクトと営業・顧客との関係 
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他方、ルビコンは 2002 年にシグマ社から特許使用権利を得てから開発をスタートさせた。
開発当初は苦戦したものの、2006 年から 2017 年の間にルビコンから 10 件の特許が公開さ
れており、筆者の特許調査では先発の M 社は 2001 年以降、関連の特許出願を発見できて
いない。したがって、特許出願件数からもルビコンが製品を市場に出してからはルビコンの
製品の開発の方が進んでいるという結果となっている25。そして、事業部の売り上げに対し、
40％以上の増収効果を与えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 また、製品の誘電体材料面でもルビコンは開発当初と変化している。シグマ社の推奨材料
が自社の求める要望に達していないと解ると、すぐに新たな材料の開発に着手いた。その結
果、製品開発までには M 社より時間がかかったが、開発した材料のポテンシャルを 100％
発揮させることができた26。 表 6-2 は開発当初の材料と製造設備で、表 6-3 は最終的な材
料と製造設備を表にしたものである。M 社は開発当初と大きな変化はないが、ルビコンは
誘電体材料を新しくし、設備は 600mm 幅の大型装置に加え、300mm 幅の中型装置も開発
している27。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
25 両社の特許公開番号を参考資料として添付。 
26 開発した材料の限界を追及するという考えで最終的には-55℃から 125℃の使用温度範
囲を実現した。 
27 中型装置で主に 105 以下の低容量品を製造している。 
表 6-1 M 社とルビコンの開発時間軸比較 
 
 
～1994年 1995年 1999年 2000年 2001年～2002年 2003～2005年 2006年 ～2016年
M社 情報入手、基礎検討 開発に着手 製造開始 設備増設 新製品STEP2開発
スペクトラム社などから
STEP1
ECP-U（A）
STEP1用
2001年日刊工業10
大新製品賞
ECP-U(B)生産中止
ルビコン 2002年特許使用権取得 2004年 製造開始 製品展開
ｽﾍﾟｸﾄﾗﾑ社
から情報収集
事業推進検討
2003年アリゾナに
PML．DIV設置
開発拠点を日
本に移管
PML事業部をル
ビコン電子（株）
内に移転
容量拡大
派生モデル開発
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表 6-2 開発当初の M 社・ルビコンの材料と設備 
 
Ｍ社 ルビコン
アクリル系　自己開発 アクリル系　シグマ社推奨
アルミ（坩堝式） アルミ（ボート式）
小型（200mm以下） 大型（600ｍｍ）
誘電体材料
電極金属（溶解方法）
製造設備
表 6-3 最終の M 社・ルビコンの材料と設備 
 
M社 ルビコン
アクリル系　自己開発 アクリル系　自己開発
アルミ（坩堝式） アルミ（ボート式）
小型（200mm以下） 大型（600ｍｍ）／中型（300mm）製造設備
誘電体材料
電極金属（溶解方法）
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第 7 章 考察 
  
第 2 章で提示した 4 つのリサーチクエスチョンを検証するため、先発企業、後発企業の
事例分析を基に考察を行う。 
 
7-1 M 社の意思決定のバイアスとその是正 
 
先発企業の M 社は最初の選択の自由度は非常に高かったと言える。破壊的イノベーショ
ンを起こすきっかけとなった市場動向、他社からの秘術情報などトップ企業には努力しな
くても情報が入ってくる。このような状況下なら BEST な選択ができるはずなのだが、事
例調査から企業独自の事情によるヒューリスティックとアンカリングによる経路依存性に
起因する意思決定のバイアスが起こっていたと考える。 
先ず、ヒューリスティックによる意思決定バイアスである。M 社は自社の知見や技術的
難易度から容量の上限を 105 とした。過去の製品での成功体験から 105 以下のサイズでデ
ファクト・スタンダード化が可能で市場要望を満たすと考えたのである。また、104 未満の
静電容量は既存製品で対応できると考え、開発を進めなかった。耐熱性においても当面は
85℃対応で十分と考えていた。そして、それ以上の耐熱化は現状の材料では限界と考え、新
たな材料を用いた STEP2 で対処しようとした。 
次に、過去の失敗・成功事例からくるアンカリングによる経路依存性である。大型装置で
の失敗と小型装置での成功事例が最初の装置構成に大きな影響をもたらしたと考えられる。
それは、研究部門の一部からは生産性や大容量品の対応面から大型装置という意見もあっ
たが、事業推進部門の意見で小型装置に決着した点である。そして M 社の事例では、この
2 つの要因と自社にとって都合が良いデファクト・スタンダード化の思惑が絡み合うことで、
意思決定のバイアスの是正をより一層複雑なものにしていたと考えられる。 
 上記の点から、リサーチクエスチョン 1 で提示した「破壊的イノベーションの成功には
先行企業が優位と考えられている。しかし、先発企業も市場ニーズを掴み環境の変化にも対
応することが必要である。しかし、それを阻害する要因として、ヒューリスティックによる
意思決定のバイアスとアンカリングからくる経路依存性がある。この 2 つの要因による相
互作用が破壊的イノベーションの成否に大きな影響を及ぼすのではなかろうか。そして、不
利な状況の後発企業でも阻害要因が少ない場合、先発企業よりも優位になるのではなかろ
うか。」について論じると、開発当初のアンカリングによる経路依存とヒューリスティック
による意思決定のバイアスが先発企業の軌道修正を困難にしていることが判る。 
そして、先発企業の M 社は最初の自由度、つまり製品がターゲットとする静電容量・電
圧やその製造設備・方法は後発企業とくらべ高かったはずだが、ヒューリスティックによる
意思決定のバイアスと成功事例のアンカリングによる経路依存の相互作用が影響し、途中
での修正が難しくなり市場ニーズを取り込むことができなくなったと考える。言い換えれ
ば、先発優位な状況でも市場の要望が変化し、そこに意思決定のバイアスや経路依存が相乗
して悪影響を及ぼすと方向転換をしにくくするというダイナミクスが働き、その結果、後発
優位になるという事例を発見することができた。 
 また、組織の自由度は大企業の先発企業は事例調査で明らかになったように高くないと
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思われる。その理由は、プロジェクトリーダーやその部下以外に社内の営業を含む他組織を
まとめていく必要がある。その点から、プロジェクトリーダーたちの業務に調整業務が発生
し自由度を低くするとともに、それがバイアスの矯正を複雑にしていると考えられる。 
 
7-2 組織学習の視座から視た M 社の組織構造 
 
先発企業の M 社はオンリーワンの物造りで破壊的イノベーションを興し、先発優位な体
制を築いていた。しかし、プロジェクトを遂行するための組織体制は社内の技術を集め運営
するため、クロスファンクショナル組織内の調整業務がプロジェクトにとって大きな負荷
となっていた。5 章の図 5-6 で説明したように、特にプロジェクトリーダーはプロジェクト
内の開発日程調整だけでなく別組織である営業部門との調整も大きな業務の一つである。
そして、期間内に開発の目途を立てなければプロジェクト自体が無くなってしまう状況下
であった。 
その結果、容量範囲 105(1μF)から 104(0.1μF)以下のサイズで本製品を市場に投入した。
また、104 未満の静電容量は既存製品で対応できると考え開発を進めなかった。耐熱性にお
いても当面は 85℃対応で十分と考えていた。そして、それ以上の耐熱化は現状の材料では
限界と考え新たな材料を用いた STEP2 で対処しようとしたのである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
7-3 ルビコンの意思決定のバイアスとその是正 
 
ルビコンは今までに面実装品型のフィルムコンデンサを作ってはいなかった。その為、今
回の PMLCAP®が初めての製品であり、製造装置はすべて新規に導入する必要があった。
そして、その製造設備や主材料も特許提供元のシグマ社の情報に基づいており、大型装置を
使用し、規定された誘電体の採用へと経路依存を引き起こしていた。しかし、特許提供元の
技術に限界を感じると、すぐに自社中心の開発に切り替えている。顧客の要望を満足するに
はこの製品の範疇で守備範囲（容量や電圧範囲）を広げるしか方法はなかった。ルビコンは、
図 5-6 プロジェクトと営業・顧客との関係（再掲） 
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最初は手探り状態で右往左往しながら開発を進めたため、7 年もの年月がかかった。しかし、
最初、技術的ハードルが高い大容量品の開発に成功すると客先から多くの要望を集め顧客
要望に応えていった。 
その結果、製品の容量範囲は M 社とくらべ遥かに広いものとなり、この行動によりルビ
コンの規格を中心としたデファクト・スタンダードを形成しつつある。また、ルビコンでは
先行する M 社の方向性は判っていたが、営業からのリサーチにより耐熱性を向上すること
が重要と考え、それも、M 社と同等の材料を使っているにも関わらず、工程改善でそれを
実現したのである。 
 ルビコンは協業先の情報や先行企業の情報から経路依存を引き起こし、併せて特許先の
製品からこの特許を使えば確実に製品化できるというヒューリスティックも働いていた。
しかし、実際の開発にはいると提携先の技術に限界を感じとり自社開発に切り替え、初期の
意思決定のバイアスを解消する行動を取っている。 
 従って、上記の点から、リサーチクエスチョン 2 で提示した「後発企業は先発企業の動向
を見ながら行動ができる。そのような後発企業にも係留と調整のヒューリスティックが起
こり、このヒューリスティックによる意思決定のバイアスとアンカリングからくる経路依
存があるのではないだろうか。しかし、後発優位になる要因として、先発企業と違い意思決
定を修復しやすいのではなかろうか。」について述べると、後発企業に起きた開発当初のア
ンカリングによる経路依存とヒューリスティックによる意思決定のバイアスは本事例では
軌道修正していったことが判る。それができた理由として、プロジェクトを遂行するという
意識ではなく、事業として成り立たせるという判断と、初期のバイアスが既存製品や設備を
多数持っている先発企業ほど大きくなかった点が挙げられる。 
そして、バイアスの矯正ができた理由は、規模の小さい後発企業の経路依存やヒューリス
ティックはプロジェクトリーダーのリーダーシップが発揮しやすい組織構造や、その自由
度により矯正可能であることに起因すると考えられる。 
 次に、リサーチクエスチョン 3 で提示した「先発企業・後発企業とも、組織の自由度が意
思決定のバイアス是正に影響し、意思決定の自由度が高いほどバイアスを是正しやすい。」
について述べると、先発企業と比べ規模の小さな後発企業の組織の中において、意思決定の
自由度は高いと考える。その理由は、本事例のプロジェクトリーダーはトップダウン的に業
務を進めることができ、資金は必要となるが不足する技術は社内外から集めることができ
たからである。そして、製品の完成後は営業と一体となった組織に変化することで市場要望
がダイレクトに集まるようになり、それに応えていった。このことが、後発企業の破壊的イ
ノベーションが先発企業より進んだ要因の一つであるといえる。 
 
7-4 組織学習の視座から視たルビコンの組織構造 
 
他方、後発のルビコンは木下氏にプロジェクト推進の全権を与え、M 社と比較すると自
由に行動させている。通常ならば特許取得先のシグマ社の技術を基に開発していくのだが、
その技術の限界が判ると、プロジェクトの判断で拠点を移し、新たな技術を積極的に取り入
れていった。先発企業の M 社では社内の開発体制（研究所）が強固な反面、プロジェクト
リーダーは既存の研究所以外の新たな技術を取り入れにくい。ルビコンのプロジェクトは
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シグマ社がだめなら新たなところから技術を取り入れるか自力で開発するしかなかった。
そして、プロジェクトリーダーは現状に合わせ、プロジェクトの行動を即決できたのである。 
ルビコンは顧客の要望を満足するにはこの製品の範疇で守備範囲（容量や電圧範囲）を広
げるしか方法がなかった。そして、最初は手探り状態で右往左往しながら開発を進めたため、
7 年もの年月がかかった。先発から遅れる事 7 年でやっと製品を市場に出した。6 章の図 6-
6 で説明したように、経営陣はプロジェクトの存続を認め、最終的にはプロジェクトリーダ
ーに開発、製造、営業部門のすべてを任せていた。そして、最初に技術的ハードルが高い大
容量品の開発に成功すると客先から多くの要望をもらい、顧客要望に応えていった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その結果、製品の容量範囲は M 社とくらべ遥かに広いものとなり、この行動によりルビ
コンの規格を中心としたデファクト・スタンダードを形成しつつある。そして、ルビコンで
は先行する M 社の方向性は判っていたが、営業からのリサーチにより耐熱性を向上するこ
とが重要と考え、それも、M 社と同等の材料を使っているにも関わらず、工程改善でそれ
を実現したのである。 
以上の点からリサーチクエスチョン 4 で提示した「規模の小さな後発企業が破壊的イノ
ベーションに参入し成果を挙げるには多くの課題があると考えられるが、スラック（資源）
が乏しくても破壊的イノベーションが可能ではないだろうか。その要因の一つとしてトッ
プマネジメントからの権限移譲が大きく影響しているのではなかろうか。」について考察す
る。 
後発企業の経営陣は時間的余裕を認め、業務推進の権限移譲を円滑に行った。そして開発
段階から製造・販売段階になるときには適時に責任者を交代させている。そしてこの事が、
後発企業の製品範囲拡大に寄与している。Sorenson and Stuart(2000) や Benner and 
Tushman(2002)は、「探査」に効果的な組織は目標設定や進捗管理上の裁量権が担保されて
いる組織と考えた。しかし、本稿の研究から、単純に目標設定や進捗管理上の裁量権を担保
するだけではなく、スラックの乏しい企業が破壊的イノベーションを成功させるには、適時
に責任者や組織の見直しも重要な要素であることが明らかになった。そして、これが、スラ
図 6-6 プロジェクトと営業・顧客との関係（再掲） 
 
PMLCAP
開発プロ
ジェクト
営業部門顧客
実質的事業部
59 
 
ックが乏しい企業の破棄的イノベーションを成功させた一つの要因であると言える。 
 
7-5 小括 
 
 先発企業は自社が保有している製品や製造設備、今まで経験した成功・失敗事例をもとに
新たな破壊的イノベーションに進んでいった。しかし、プロジェクトを進めるうちに最初に
決断した方向性と市場の要望の乖離が生じ対応できない状況となっていった。その要因と
して今までの事業での成功体験に起因する経路依存と、従来から持っている思い込みがヒ
ューリスティックとなり、意思決定のバイアスを引き起こしている。そして、その矯正は企
業組織面も作用し複雑となり、先発企業の凋落につながっている。 
 他方後発企業にも経路依存とヒューリスティックによるバイアスを確認できた。それは
協業先の情報によるものであった。しかしこのバイアス、自社が持つ経験や資産に起因した
ものではないことから、先発企業と違い矯正可能であり、その為、後発優位な状況を造り出
すことができた。 
 以上の小括内容を基に、先発企業が凋落し後発優位となったフローを図 7-1 に示す。先発
企業は、開発着手前は技術や情報があり取り得る選択肢は広く自由度は高かったと言える。
しかし、最初の意思決定のバイアスが影響し、イノベーションの発展段階（市場要望の変化
段階）での方針転換を困難にしている。それは開発が進んだ段階では技術を含む設備の変更
やメンバーの意識を変えていくことが困難となったからである。 
 他方、後発企業は、開発初期は協業先や先発企業の動向からくる経路依存とヒューリステ
ィックによる意思決定のバイアスがあったものの、開発が一段落つくとイノベーションの
発展段階（市場要望の変化段階）では最初のバイアスの影響が少なく、組織内の意思決定の
自由度が高いため阻害要因が少なく、軌道修正を行いながらイノベーションを発展させる
ことができた。その理由として、プロジェクトとしてではなく自社の事業を如何継続させて
いくかという為に、プロジェクトの行動が右往左往したことから明らかである。そして、プ
ロジェクトリーダーやメンバーに最初の意思決定のバイアスによる影響が少なく、先発の
イノベーションが進まない間に、自社の製品範囲・品種を拡大することができたのである。
そして経営陣もプロジェクトリーダーに権限を円滑に委譲し、時間的余裕も与えたことも
成否の大きな要因となっている。 
 結果として先発に 7 年遅れて市場に製品を出したものの、その後は特許出願や製品範囲
においても先発を大きくリードしている。以上を整理すると、経路依存やヒューリスティッ
クによって起こった意思決定のバイアスは、条件的に優位な先発企業ほど矯正が難しくな
る。そして、意思決定後の組織内の自由度が高く権限移譲が的確に行われることにより、ス
ラックの乏しい後発企業でも優位に立てることを示している。 
 そして、後発企業はこのイノベーションで、顧客を満足させるような電圧・静電容量を実
現するとともに、高温度での保証を実現した。先発企業は開発当初のままで先に進めること
ができなかった。整理すると、後発企業は、製品的には他のコンデンサと比較してノイズ吸
収性が良いという点、すなわち、電気特性的メリットを訴求し、且つ、顧客の要望を取り入
れた製品をリリースするという両方の点から市場を拡大していった。  
ヒアリングを基に作成した表 7-1 に本イノベーションによる経済的効果を示す。その結
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果は経営結果にも表れ、後発企業は、このイノベーションが既存事業部の 40％を占めるほ
どになったが、先発企業は１％以下である。本製品は、誘電体厚みを薄膜化できることから
誘電体材料費比率が 10%以下と低く、この製品が売れれば売れるほど収益が上がるように
なった。このことが、当該事業の収支を改善させた大きな要因である28。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
28 コンデンサの静電容量は、P4 の静電容量 F の計算式のとおり、誘電体の比誘電率に比
例し、その厚み t に反比例するため、誘電体を薄膜化すると容量も増加するため、小型化
と誘電体材料費率の低減に効果がある。 
図 7-1 先発企業の凋落要因と後発優位の要因 
 
先発の凋落要因
市場参入前
自由度高
後発のキャッチアップ
市場参入後
最初の決断
経路依存性
資源
市場参入前
特許提携
自由度低
市場参入後
ニーズの取込開発は苦戦
ニーズの取込
に失敗
後発から
キャッチアップ
キャッチアップ
に成功
方針転換が困難
阻害要因が少ない
市場要望の変化
技術蓄積
自由度低
自由度高
最初の決断の影響（バイアス）
プロジェクトの目標達成に注力
事業継続の為右往左往・・・意思決定の調整機能
後発の経路依存とヒューリスティック
の影響
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表 7-1 イノベーションによる経済効果 
 
 
ルビコン M社
事業の40％以上の売り上げ 事業の１％以下の売り上げ
当該事業の収益変化
（参入前と比較）
増益効果　大 増益効果　少
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第 8 章 総括：本稿の議論とインプリケーション 
 
 まず、本稿では先発企業が意思決定のバイアスが起こったときに何故矯正することがで
きずに、後発企業は何故できたか、そして、経路依存やヒューリスティックによる意思決定
のバイアスは先発・後発企業に存在するものと考え前章の考察を踏まえ議論を行う。そして、
本稿の要約とインプリケーションを示し、本稿の限界と今後の方向性について述べる。 
 
8-1 破壊的イノベーションにおける先発・後発企業のとった行動 
 
 表 8-1 は先発・後発企業の破壊的イノベーション開発時点における意思決定のバイアス
と、その後のバイアスの矯正がどのようになったのかを一覧にしたものである。先発・後発
企業ともに破壊的イノベーションに入るときに数点の決断を行い、そこに意思決定のバイ
アスが含まれている。 
先発企業は製品開発に係る全ての項目を自社で決定できる。そして本事例では、コンデン
サの静電容量、製造設備、品種展開に経路依存やヒューリスティックによる意思決定のバイ
アスを発見した。そして、開発着手段階や発展段階においてもその矯正はできていない29。
その要因として、図 7-1 で示したように、最初の意思決定をもたらした同社の成功事例や既
存製品の影響と組織の自由度の低さが方針転換を困難なものにしている。 
他方、後発企業のバイアスは協業先が推奨する誘電体と成膜関連の設備仕様であった。そ
こに課題があると解ると、意思決定の自由度が高かったことから色々な手段で対処するこ
とができた。インタビューの言葉で「事業継続のため右往左往しながら進めた」という 
その時の状況が、事業に取り組むための自由度が高かったことを物語っている。 
そして、他社（先発企業）の動向を掴み、同じ路線で進むのではなく、あえて競合しない
ような製品仕様から参入した30。結果的にはこの行動が後発企業の技術蓄積にとって有利な
方向に働き、客先の要望を掴む行動に繋がり、後々の製品拡大に有利な方向に進んでいる。 
後発企業のトップはスラックが乏しいにも関わらず、自社で許せる範囲で、開発期間に余
裕を認め、業務推進の権限移譲を円滑に行った。そして開発段階から製造・販売段階になる
ときには適時に責任者を交代させている。そして、これらの結果が機能することで、破壊的
イノベーションを成功させたのである。 
 
 
 
 
 
29 耐熱性の要求に対して、先発企業は材料を新たに開発する手法をとったが、後発企業は
同じ材料でその極限を追求した。その結果、先発と同等の材料で 125℃保証を実現した。 
30 後発のルビコンは、先発企業が静電容量 104（0.1μF）~105（1μF）を製品として市
場に出したことが判っていた。しかしルビコンは、106（10μF）以上の大きな静電容量に
も需要があると考え、あえて難易度の高い高容量品から参入している。それは同社がアル
ミ電解コンデンサの製造メ－カ－であり、客先の高容量要望が必ずあるということを熟知
していたからである 
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8-2 本稿の要約とインプリケーション 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 8-1 先発・後発企業の意思決定のバイアスと対処行動 
 
先発（M社） 後発（ルビコン）
バイアスの是正
①自社開発中心に切り替えし対応した
②顧客の要望取込みに成功
破壊的イノベーション
開始時点
意思決定のバイアス
①容量範囲の決定・・・ヒューリスティック
②製造設備・・・経路依存
③品種展開・・・ヒューリスティック
破壊的イノベーション
着手後・発展段階
バイアスの是正
①是正できなかった
②是正できなかった
③新材料を新たなプロジェクトで対応
意思決定のバイアス
①協業先の仕様・・・経路依存
②他社の動向・・・影響は少なかった
（違う容量・電圧から参入）
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8-2 本稿の要約とインプリケーション 
 
8-2-1 本稿の要約 
 
 本稿は総括の本章を含め 8 章で構成されている。 
 
 第 1 章では本研究の背景と問題意識を提示している。本研究で着目したことは企業の発
展にはイノベーションが不可欠であり、先発・後発または、企業規模の大小にかかわらずイ
ノベーションを成し遂げるにはどうしたら良いのかという事を念頭に置いた。 
そして、近年 EV（電気自動車）や HEV（ハイブリッドカー）用のコンデンサに注目が集
まっていることから、同様の製品を開発した 2 社を比較することで規模が小さく、破壊的
イノベーションでは不利な後発参入でも優位に立てる要因があるのではないかと考えた。 
 
第 2 章では競争優位に関する既存研究をレビューするとともに、新たな視点として意思
決定のバイアスに着目した。本章では先ず本研究で取り上げる破壊的イノベーションの定
義を既存研究から明らかにした。そして、先発優位、後発優位の既存研究のレビューを行っ
た。そして次に、破壊的イノベーションを成功させるには既存の研究だけでは不十分と考え
た。組織の意思決定にヒューリスティックやアンカリングからくる経路依存性などが大き
く影響する可能性があることが知られており、組織学習の視座から破壊的イノベーション
を俯瞰した。そして、これらの視点と競争優位の研究を組み合わることを考えた。そこで、
4 つのリサーチクエスチョンを提示し事例調査を通じて議論を進めていく事とした。 
 
 第 3 章では本研究の方法を提示している。2 社を客観的に分析するためヒアリングを中心
とした定性分析を行うことにした。開発当時の状況を深くリサーチするという目的から、今
回実施した聞き取り調査や書面回答のような定性的分析が本稿の検証には最適であると考
えたからである。そして、先発・後発両方の企業の開発当時の責任者の方に過去に下した判
断や行動を直接聞き取る事で当時の状況の分析を行おうと考えた。 
そして、両社のイノベーションが破壊的イノベーションであることを示している。その理
由は、両社が興したイノベーションは、フィルムに代わる誘電体として自社で新たなモノマ
ーを開発し、それを真空中で誘電体と電極を同時形成させ、両社はフィルムコンデンサの特
性をもつ新たなジャンルのコンデンサと考えていた点や、外部機関から 2001 年度の新製品
大賞も受賞した従来にない新たなジャンルの製品であるからである。ことから、破壊的イノ
ベーションと考え本稿の研究対象とした。 
 
 第 4 章では両社が破壊的イノベーションに進んだ理由を明らかにした。フィルムコンデ
ンサのコンデンサ業界の立ち位置に起因する。フィルムコンデンサは市場をセラミックコ
ンデンサに侵食され新たな市場を探求していた。そして、フィルムコンデンサの弱点である
形状の大きさを、薄膜膜の新たな誘電体を自社で造り出す破壊的イノベーションの方向に
進んでいった。そして、この製品を開発した先発企業と後発企業の比較を行い、先発は大企
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業で後発は先発と比べ規模が小さい企業であることを示している。 
 
 第 5 章では先発企業の事例を調査し、その結果を整理した。従来の製品開発実態から成
功事例や失敗事例をつかむことで、先発企業にどのような経緯があったかを調査した。そし
て、次に破壊的イノベーションに進んだ時の判断や行動を聞き出した。破壊的イノベーショ
ンを開始した時の決断に従来の製品開発の成功・失敗事例が大きく影響していることが判
った。まず、ターゲットとする静電容量範囲を 105（1μF）から 104（0.1μF）とした点で
ある。そして製造設備（工法）を小型設備で対応することとした。この決断が後々の展開に
大きな影響を及ぼすことが明確となった。 
 
第 6 章では後発企業の事例を調査し、その結果を整理した。本事例の後発企業はフィル
ムコンデンサの面実装品を作っていなかったことから、製造方法や設備は新たに開発する
必要があった。そして、破壊的のベーションは協業先から特許の権利を供与されたところか
ら始まる。開発当初、後発企業は当該分野の知見に乏しいため協業先の影響を受け、それが
経路依存となっていた。しかし、開発段階で協業先の技術では限界を感じ取り、自社主体の
開発に舵を切りなおした。特に誘電体を切り替えるということはプロジェクトとしては遠
回りになり、一からスタートすることと同じだが、事業を継続させるという考えがこの決断
を決定させた。 
そして、先発から遅れる事 7 年で市場に製品を市場に出した。開発段階で広幅成膜や耐
熱性など難しい課題を克服していったことで、その後の市場要望への対応は順調に進み、現
在では先発企業と比べ、静電容量は 1/1000 から 20 倍以上の範囲になり、使用雰囲気温度
も先発企業の 85℃保証に対し、125℃保証を実現した。 
 
第 7 章では第 2 章で提示した 4 つのリサーチクエスチョンを検証するため、先発企業、
後発企業の事例分析を基に考察を行った。まず、先発企業の意思決定のバイアスとその是正
については、先発企業は最初の選択の自由度は非常に高かった。その理由として、市場動向、
他社からの秘術情報などトップ企業には努力しなくても情報が入ってくるからである。し
かし、事例調査から企業独自のヒューリスティックとアンカリングによる経路依存性に起
因する意思決定のバイアスが起こったことで、その是正を困難にしていったと考えられる。 
次に、後発企業の意思決定のバイアスとその是正については、後発企業は今まで面実装品
型のフィルムコンデンサを作ってはいなかった。その為、製造装置はすべて新規に導入する
必要があった。そして、その製造設備や主材料も特許提供先の情報に基づいており、大型装
置を使用し、規定された誘電体の採用へと経路依存を引き起こしていた。しかし、特許提供
先の技術に限界を感じると、すぐに自社中心の開発に切り替えている。それができた理由と
して、プロジェクトリーダーがプロジェクトを遂行するという意識ではなく、事業として成
り立たせるという判断を下しそれを実行することが可能であり、且つ、初期のバイアスが既
存製品や設備を多数持っている先発企業ほど大きくなかった点が挙げられる。 
そして、先発企業と比べ規模の小さな後発企業の組織の自由度は高いと考えられ、経営陣
から権限移譲を受けたプロジェクトリーダーはトップダウン的に業務を進めることが可能
で、製品の完成後は営業と一体となった組織に変化することで市場要望がダイレクトに集
66 
 
まるようになり、それに応えていった。そして、経営トップも適時に責任者の交代を行い、
その時の状況に対応するリーダーを抜擢したのである。このことが、スラックの乏しい後発
企業であっても、破壊的イノベーションが先発企業より進んだ要因の一つであるといえる。 
 
8-2-2 本稿での発見事実 
 
 本稿では新しいジャンルのフィルムコンデンサで破壊的イノベーションに取り組んだ 2
社を客観的に比較することで、意思決定のバイアスが後々のイノベーションの成否に大き
な影響を及ぼすことを発見した。特に先発企業は有利な状況にあるにもかかわらず、意思決
定のバイアスの影響で軌道修正を困難なものにしている。そして、この意思決定にはヒュー
リスティックのような思い込みや、企業がもっている成功事例などからくる経路依存に起
因していることを明らかにした。 
 他方、後発企業においても経路依存性があることが判った。後発企業は当該技術や経験が
先発企業と比べ不足していた。そのため、協業先からの提案を 100％受け入れてしまった。
そして、その提案通りに行動したことにより、計画通りに開発ができない状況に陥ってしま
った。これが後発企業に起こった経路依存であり、バイアスでもある。 
しかし、この経路依存はプロジェクトリーダーのリーダーシップや組織の自由度が有効
に働けば先発企業より是正しやすいことが明確となった。そして、先発企業と比べスラック
が乏しい後発企業でも、権限の委譲が的確に行われるとともに、組織内の調整業務が少なく、
時間的余裕を与えられるなら、そのことが、イノベーションの成否に大きく影響しているこ
とが明確となった。 
 
8-2-3 理論的インプリケーション 
 
 本稿の理論的インプリケーションとして、イノベーションの競争優位の既存研究として
従来から論議されていた先発・後発優位の理論に、新たな視点を付け加えた点である。この
新たな視点の一つは意思決定のバイアスの影響である。破壊的イノベーションに進んだ先
発・後発企業の事例を分析することで、企業規模が小さく資源に乏しい小さい後発企業でも
先発をキャッチアップすることが可能であり、また、比較的優位と思われる先発企業でも意
思決定のバイアスが後々の行動に大きな影響を及ぼすことを明らかにした。 
 そして、意思決定のバイアスの是正を複雑にしている要因として、ヒューリスティックに
よる意思決定のバイアスとアンカリングからくる経路依存性が大きく影響することを明ら
かにした。 
 さらに、意思決定のバイアスの矯正にイノベーションのスタイル、いわゆる破壊的イノベ
ーションに係る組織体制の影響も密接な影響を及ぼすことを提言した。次に、もう一つの新
たな視点として組織学習の視座を取り入れたことである。破壊的イノベーションは組織学
習の視座から見ると「探索」であり、持続的イノベーションは「活用」と考え、組織の体制
や行動を分析することでスラックが無い企業がどうやって破壊的イノベーションを成功さ
せ、その要因は何だったのか明らかにした。 
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8-2-4 実務的インプリケーションと本稿の課題  
 
 本節では事例調査、考察を踏まえ以下の実務的インプリケーションを提示する。先ず、本
稿の事例調査で明らかにしたように、先発企業が破壊的イノベーションに入る時に既存技
術や資産・企業が持っているヒューリスティックなどの影響で意思決定のバイアスが起き
た場合、これを是正するには後発企業より複雑になるという事である。 
他方、後発企業に経路依存がある場合でも、本稿の事例で取り上げた後発企業のように顧
客の要望を優先して受け入れることで先発企業よりバイアスの是正が可能になることを示
唆している。そして、組織体制が意思決定のバイアスの是正にも影響すると考えた方が妥当
である。顧客との距離が近い、言い換えれば顧客の意見を吸い上げる部門が開発プロジェク
トと密接な関係になるほど市場要望を取り入れやすくなるという事を示唆している。 
次に本稿の課題として、先発企業が意思決定のバイアスに陥った場合、先発企業はどうし
たらこのバイアスを矯正できるかという論議は今後の研究課題でもある。本稿では、組織の
自由度を組織スラック（企業の規模、資産、設備等）の大小やプロジェクトリーダーの裁量
で考えている。しかし、企業の意思決定の自由度自体は会社規模や裁量だけのスケールで論
じられるものではない。その点を客観的な数値として表す手法を用いることで本稿の理論
的価値が増していくものと考える。 
 更に、本研究は先発が企業規模の大きい企業、後発が企業規模の小さい企業であった。事
例研究の対象として先発で企業規模の小さい企業、後発で企業規模の大きな企業について
取り上げ調査を行い、考察をすることが望まれる。 
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JP12127186A 樹脂薄膜の製造方法 
JP12195751A 有機薄膜コンデンサ用積層シートの製造方法 
JP12195752A 積層コンデンサ形成母材の製造方法及びその装置 
JP12199052A 積層方法および成膜装置 
JP12208362A 積層形有機コンデンサとその製造方法 
JP12208364A コンデンサ用積層体の製造装置 
JP12216049A 有機薄膜コンデンサの製造方法 
JP12243658A 薄膜の製造方法及び製造装置並びに薄膜及び薄膜積層体及び薄膜部品 
JP12294449A 積層体の製造方法及び積層体の製造装置 
JP12306771A 電子部品及び電子部品の製造方法 
JP12348966A コンデンサの製造方法 
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JP12348968A 積層形有機コンデンサの製造方法および積層形有機コンデンサの製造装置 
JP12348971A 積層体の製造方法及び積層体の製造方法 
JP13044063A 積層コンデンサの製造方法 
JP13044083A 積層コンデンサ形成母材の製造装置における測定データ出力装置および測
定データ出力方法 
JP13052975A 樹脂供給装置 
JP13062376A 蒸発装置 
 
ルビコン 特許公開広報 
 
P2006-245175A 積層コンデンサ用積層体の製造方法およびその製造装置 
P2006-216603A スパッタリングにより形成された端面電極層を含むコンデンサおよびそ
の製造方法 
P2007-180199A 積層形フィルムコンデンサの製造方法 
P2008-21681A 積層コンデンサの製造方法 
P2011-86802A 積層コンデンサ、その製造方法、回路基板及び電子機器 
P2012-246523A 成膜方法 
P2014-96498A 積層コンデンサの製造方法、積層コンデンサ、回路基板および電子機器 
P2016-171151A 薄膜高分子積層フィルムコンデンサの製造方法 
P2015-118693A 薄膜高分子積層フィルムコンデンサの製造方法及び薄膜高分子積層 
フィルムコンデンサ 
P2017-33966A 薄膜高分子積層コンデンサの製造方法及び薄膜高分子積層コンデンサ 
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